
特定個人情報保護評価書（重点項目評価書）

評価書番号  評価書名

1 住民基本台帳に関する事務　重点項目評価書

 個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

松原市は、住民基本台帳事務における特定個人情報ファイルの取扱いにあ
たり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利利益
に影響を及ぼしかねないことを認識し、特定個人情報の漏えいその他の事
態を発生させるリスクを軽減させるために適切な措置を講じ、もって個人の
プライバシー等の権利利益の保護に取り組んでいることを宣言する。

特記事項 ―

[平成30年５月　様式３]

 評価実施機関名

松原市長

 公表日

令和5年2月3日



項目一覧

Ⅴ　評価実施手続

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

　（別添２）　変更箇所

Ⅳ　開示請求、問合せ

Ⅰ　基本情報

（別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

Ⅲ　リスク対策



Ⅰ　基本情報
 １．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

 ①事務の名称 住民基本台帳に関する事務

 ②事務の内容

 ③対象人数

松原市が住民を対象とする行政を適切に行い、また、住民の正しい権利を保障するためには、松原市の
住民に関する正確な記録が整備されていなければならない。

住民基本台帳は、住民基本台帳法（以下「住基法」という。）に基づき、作成されるものであり、市町村に
おける住民の届出に関する制度及びその住民たる地位を記録する各種の台帳に関する制度を一元化
し、住民の利便を増進するとともに行政の近代化に対処するため、住民に関する記録を正確かつ統一的
に行うものであり、松原市において、住民の居住関係の公証、選挙人名簿の登録、その他住民に関する
事務の処理の基礎となるものである。
また、住基法に基づいて住民基本台帳のネットワーク化を図り、全国共通の本人確認システム（住基ネッ
ト）を都道府県と共同して構築している。

松原市は、住基法及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以
下「番号法」という。）の規定に従い、特定個人情報を以下の事務で取り扱う。

①個人を単位とする住民票を世帯ごとに編成し、住民基本台帳を作成
②転入届、転居届、転出届、世帯変更届等の届出又は職権に基づく住民票の記載、消除又は記載の修
正
③住民基本台帳の正確な記録を確保するための措置
④転入届に基づき住民票の記載をした際の転出元市町村に対する通知
⑤本人又は同一の世帯に属する者の請求による住民票の写し等の交付
⑥住民票の記載事項に変更があった際の都道府県知事に対する通知
⑦地方公共団体情報システム機構（以下「機構」という。）への本人確認情報の照会
⑧住民からの請求に基づく住民票コードの変更
⑨個人番号の通知及び個人番号カードの交付
⑩個人番号カード等を用いた本人確認
⑪マイナポータルを介したサービス検索・電子申請機能及びお知らせ機能による通知

なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カードの交付」に係る事務については、行政手続における特
定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カード、特定個
人情報の提供等に関する省令（平成二十六年十一月二十日総務省令第八十五号）第35条第3項により
機構に対し事務の一部が委任される。
そのため、当該事務においては、事務を委任する機構に対する情報の提供を含めて特定個人情報ファ

[ 10万人以上30万人未満 1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満]

＜選択肢＞
2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満



 ③他のシステムとの接続

 ２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

 ①システムの名称 既存住民基本台帳システム（以下「既存住基システム」という）
１．住民基本台帳の記載
　転入、出生、入国、職権等により住民基本台帳に新たに住民を記載(住民票を作成)する機能。

２．住民基本台帳の記載変更
　住民基本台帳に記載されている事項に変更があったときに、記載内容を修正する機能。

３．住民基本台帳の消除処理
　転出、死亡、出国、職権等により住民基本台帳から住民に関する記載を消除(住民票を除票)する機
能。

４．住民基本台帳の照会
　住民基本台帳から該当する住民に関する記載(住民票)を照会する機能。

５．帳票の発行機能
　住民票の写し、住民票記載事項証明書、転出証明書、住民票コード通知書等の各種帳票を発行する
機能。

６．住民基本台帳の統計機能
　異動集計表や、人ロ統計用の集計表を作成する機能。

７．住民基本台帳ネットワークシステムとの連携機能
　機構、県、他自治体と住民基本台帳ネットワークシステム（以下「住基ネット」という。）を通じ連携する機
能。

８．法務省への通知事項の作成機能
　外国人住民票の記載等に応じて、市町村通知の作成を行う機能。

９．連携機能
　国民健康保険，介護保険，後期高齢者医療などの住民票記載項目の庁内連携を行う機能。
　庁内事務で使用する住民宛名項目及び個人番号の宛名管理システムへの連携を行う機能。
　住民基本台帳ネットワークシステムと定められた電文レイアウトに基づくデータ授受を行う機能。

１０．証明書コンビニ交付システムとの連携
　証明書コンビニ交付システムの利用が可能なコンビニエンスストアにおいて、住民票の写し等の証明書
を発行するため、証明書コンビニ交付システムと各種証明書に記載する情報のデータ連携を行う機能。

 ②システムの機能

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] その他 （ 法務省連携システム、証明書コンビニ交付システム )

[ ○ ] 宛名システム等 [

○ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [[

○

 システム1

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム



[ ] 宛名システム等 [
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム

 システム2～5

 システム2

 ①システムの名称

住民基本台帳ネットワークシステム
※「３．特定個人情報ファイル名」に示す「本人確認情報ファイル」及び「送付先情報ファイル」は、住基
ネットの構成要素のうち、市町村ＣＳにおいて管理がなされているため、この評価書では当該市町村Ｃ
Ｓ部分について記載する。

 ②システムの機能

１．本人確認情報の更新
　既存住基システムにおいて住民票の記載事項の変更又は新規作成が発生した場合に、当該情報を元
に市町村ＣＳの本人確認情報を更新し、都道府県サーバーへ更新情報を送信する。

２．本人確認
　特例転入処理や住民票の写しの広域交付などを行う際、窓口における本人確認のため、提示された個
人番号カード等を元に住基ネットが保有する本人確認情報に照会を行い、確認結果を画面上に表示す
る。

３．個人番号カードを利用した転入（特例転入）
　転入の届出を受け付けた際に、あわせて個人番号カードが提示された場合、当該個人番号カードを用
いて転入処理を行う。

４．本人確認情報検索
　統合端末において入力された住民票コード、個人番号又は、４情報（氏名、住所、性別、生年月日）の
組合せをキーに本人確認情報の検索を行い、検索条件に該当する本人確認情報の一覧を画面上に表
示する。

５．機構への情報照会
　全国サーバーに対して住民票コード、個人番号又は４情報の組合せをキーとした本人確認情報照会要
求を行い、該当する個人の本人確認情報を受領する。

６．本人確認情報整合
　本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事が都道府県サーバーにおいて保有している都道府県知
事保存本人確認情報ファイル及び機構が全国サーバーにおいて保有している機構保存本人確認情報
ファイルと整合することを確認するため、都道府県サーバー及び全国サーバーに対し、整合性確認用本
人確認情報を提供する。

７．送付先情報通知
　個人番号の通知に係る事務の委任先である機構において、住民に対して番号通知書類(個人番号通
知書、個人番号カード交付申請書（以下「交付申請書」という。）等)を送付するため、既存住基システム
から当該市町村の住民基本台帳に記載されている者の送付先情報を抽出し、当該情報を、機構が設
置・管理する個人番号カード管理システムに通知する。

８．個人番号カード管理システムとの情報連携
　機構が設置・管理する個人番号カード管理システムに対し、個人番号カードの交付、廃止、回収又は一

[

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○

[ ] その他 （ )

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム



 システム3

 ①システムの名称 団体内統合宛名システム

 ②システムの機能

１．中間サーバー連携機能
　中間サーバーまたは中間サーバー端末からの要求に基づき、団体内統合宛名番号に紐付く宛名情報
等を通知する機能。

２．宛名情報等管理機能
　団体内統合宛名システムにおいて宛名情報を団体内統合宛名番号、個人番号と紐付けて保存し、管
理する機能。

３．宛名番号付番機能
　団体内統合宛名番号が未登録の個人について、新規に団体内統合宛名番号を付番する機能。

４．既存システム連携機能
　既存業務システムからの要求に基づき、個人番号または団体内統合宛名番号に紐付く宛名情報を通
知する機能。

○

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○
 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 中間サーバー )

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム



 システム4

 ①システムの名称 中間サーバー

 ②システムの機能

１．符号管理機能
　符号管理機能は情報照会，情報提供に用いる個人の識別子である「符号」と，情報保有機関内で個人
を特定するために利用する「団体内統合宛名番号」とを紐付け，その情報を保管・管理する。

２．情報照会機能
　情報照会機能は，情報提供ネットワークシステムを介して，特定個人情報（連携対象）の情報照会及び
情報提供受領（照会した情報の受領）を行う。

３．情報提供機能
　情報提供機能は，情報提供ネットワークシステムを介して，情報照会要求の受領及び当該特定個人情
報（連携対象）の提供を行う。

４．既存システム接続機能
　中間サーバーと既存システム、団体内統合宛名システム及び住基システムとの間で情報照会内容，情
報提供内容，特定個人情報（連携対象），符号取得のための情報等について連携するための機能。

５．情報提供等記録管理機能
　特定個人情報（連携対象）の照会，又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し，管理する。

６．情報提供データベース管理機能
　特定個人情報（連携対象）を副本として，保持・管理する。

７．データ送受信機能
　中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会，情報提
供，符号取得のための情報等について連携する。

８．セキュリティ管理機能
　セキュリティを管理するための機能。

９．職員認証・権限管理機能
　中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人情報
（連携対象）へのアクセス制御を行う。

１０．システム管理機能
　バッチ処理の状況管理，業務統計情報の集計，稼働状態の通知，保管切れ情報の削除を行う。

 ③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム



] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 システム5

 ①システムの名称 証明書コンビニ交付システム

 ②システムの機能

１．証明書データ作成機能
　市民の証明書請求に基づき、機構が管理するコンビニ交付証明書交付センター（以下「交付センター」
という。）及び、庁内に設置している自動交付機からの要求に応じて、住民票の写し、印鑑登録証明書の
データを作成し、市民が請求したコンビニ等のマルチコピー機や自動交付機へデータを送信する。

２．既存住基システムとの情報連携機能
　住民記録システムで住民票の記載事項、印鑑登録、住民基本台帳カード・個人番号カードの識別番号
や暗証番号に関する異動が発生した際に住民記録システムから住民票の写し、印鑑登録証明書、識別
番号及び暗証番号に関する異動情報を受信する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

 システム6～10

 システム6

 ①システムの名称 サービス検索・電子申請機能

 ②システムの機能

１．住民向け機能
　　自らが受けることができるサービスをオンラインで検索及び申請ができる機能

２．地方公共団体向け機能
　　市民が電子申請を行った際の申請データ取得画面又は機能を、地方公共団体に公開する機能

[ ] その他 （ )

] 税務システム

 ③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ サービス検索・電子申請機能 )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

 システム11～15

 システム16～20



 ７．他の評価実施機関

　―

 法令上の根拠

１．行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（番号法）
（平成２５年５月３１日法律第２７号）
・第７条（指定及び通知）
・第１６条（本人確認の措置）
・第１７条（個人番号カードの交付等）

２．住民基本台帳法（住基法）（昭和４２年７月２５日法律第８１号）
・第５条（住民基本台帳の備付け）
・第６条（住民基本台帳の作成）
・第７条（住民票の記載事項）
・第８条（住民票の記載等）
・第１２条（本人等の請求に係る住民票の写し等の交付）
・第１２条の４（本人等の請求に係る住民票の写しの交付の特例）
・第１４条（住民基本台帳の正確な記録を確保するための措置）
・第２２条（転入届）
・第２４条の２（個人番号カードの交付を受けている者等に関する転入届の特例）
・第３０条の６（市町村長から都道府県知事への本人確認情報の通知等）
・第３０条の１０
（通知都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供）
・第３０条の１２
（通知都道府県以外の都道府県の区域内の市町村の執行機関への本人確認情報の提供）

 ①実施の有無

 ②法令上の根拠

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供の制限）及び別表第二

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のうち、第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情報」が含ま
れる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１６、１８、２０、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、３８、３９、４０、４２、
４８、５３、５４、５７、５８、５９、６１、６２、６６、６７、７０、７４、７７、８０、８４、８５の２、８９、９１、９２、９４、９
６、９７、１０１、１０２、１０３、１０５、１０６、１０７、１０８、１１１、１１２、１１３、１１４、１１６、１１７、１２０の
項）

（別表第二における情報照会の根拠）
　　なし
（住民基本台帳に関する事務において情報提供ネットワークシステムによる情報照会は行わない）

 ４．個人番号の利用 ※

１．住民基本台帳ファイル　２．本人確認情報ファイル　３．送付先情報ファイル

 ５．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

 ②所属長の役職名 窓口課長

 ６．評価実施機関における担当部署

 ①部署 市民生活部　窓口課

[

 ３．特定個人情報ファイル名

]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

実施する



）

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報
　住基法第７条（住民票の記載事項）にて住民票に記載すべき事項と定めてられている為。
・その他識別番号
　庁内システムにおける対象者の正確な特定の為。
・連絡先
　住民基本台帳の異動申請がなされていない等で対象者の正確な連絡先（住所等）が特定できない場
合の連絡先（電話番号等）として保有

[

[ ○ [ ○

[ ○

・業務関係情報

[

[

 ⑤保有開始日 平成２７年６月１日

 全ての記録項目

 その妥当性

 ⑥事務担当部署 市民生活部　窓口課

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要

 ③対象となる本人の範囲　※
住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住民。
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出等の事由により住民票が消除された者（以下「消除者」と
いう。）を含む

 その必要性
法令に基づき住民基本台帳を作成し必要に応じて住民票に記載、消除又は修正すべきとされているた
め。

 ④記録される項目

 ②対象となる本人の数

 １．特定個人情報ファイル名

１．住民基本台帳ファイル　（別添１　２．本人確認情報ファイル、３．送付先情報ファイルは別葉）

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※ [ システム用ファイル

[ 10万人以上100万人未満

[

] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所）

・識別情報

・連絡先等情報

○

 主な記録項目　※

[

] 医療保険関係情報 ○ ] 児童福祉・子育て関係情報 [○

[ [

]

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満

＜選択肢＞

4） 100項目以上

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報 ] 地方税関係情報 ] 健康・医療関係情報

] 障害者福祉関係情報

] 学校・教育関係情報

] 災害関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 年金関係情報

100項目以上

[

[

（

[

別添１を参照。

[

[ ] 個人番号対応符号 ○

○

[

] その他

[

] 生活保護・社会福祉関係情報 [

[ ] 雇用・労働関係情報 ○



] フラッシュメモリ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）○ ] 紙 [

] その他

[ ○

[

（

[ ] 評価実施機関内の他部署 （ ）

[ ○ （

 ③使用目的　※

 使用部署 市民生活部　窓口課

 ３．特定個人情報の入手・使用

 使用者数

 ④使用の主体

] その他 （

）

[ [] 電子メール [ ○ ○

[

 ②入手方法

）

[

 ⑤使用方法

[ ○

住民基本台帳法に基づき住民基本台帳への記載等を行う。

 ①入手元　※

[ ○

 ⑥使用開始日 平成27年6月1日

 情報の突合

（１）個人番号カード等により，正確な本人確認を行う　【上記１，２，３】
（２）住民票コードにより，正確な記録を行う【上記５】
（３）その他識別情報により，対象者を正確に把握する【上記４，６】
（４）本人確認情報ファイル（市町村ＣＳ）との整合性チェックを行う（年２回）

10人以上50人未満

）

[ ] 民間事業者 （

（ 出入国在留管理庁通知、住民基本台帳ネットワークシステム

] 本人又は本人の代理人

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム] 専用線

] 地方公共団体・地方独立行政法人

）

○ 住民基本台帳ネットワーク ）

] 行政機関・独立行政法人等

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満

[

[

１．住民異動の審査
　審査リストによる住民異動の審査
２．住民票の交付
　住民票交付の請求があった場合は，本人確認を行ったうえで交付を行う。
３．転出証明書への記載
　転出先市区町村に提出する転出証明書での個人番号記載または，住民基本台帳ネットワークを介し
た転出情報の送信
４．庁内関係各課への情報提供
　番号法で定められた事務において本人確認により状況把握が必要となった際の情報提供
５．住民基本台帳ネットワークシステム連携
　本人確認情報の送信，個人番号の取得，符号の取得要求及び通知カード送付先情報の送信
６．情報提供ネットワークシステム連携
　住民票関係情報の送信

5） 500人以上1,000人未満

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上



 ③委託先名

再
委
託

 委託事項1

 ①委託内容 住民基本台帳システムの運用保守

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 ④再委託の有無　※ [

[

[

紀陽情報システム株式会社

]

＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満

 委託の有無　※

 ②委託先における取扱者数

1） 再委託する 2） 再委託しない

システムの運用

（

]

）　件

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

10人以上50人未満

委託する

1



1万人未満

「２．③対象となる本人の範囲」と同上。

 提供・移転の有無

 ③提供する情報

（ ○2 ] 移転を行っている （

住民票関係情報

] フラッシュメモリ

）

 提供先2 教職員課

[ ] その他 （

 提供先2～5

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

特定個人情報ファイルの範囲と同様

 ⑥提供方法

 ①法令上の根拠 番号法第９条第１項　別表第１の２７、９４の項

 ③提供する情報 住所、氏名、生年月日、性別等の住民基本台帳情報。

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

] フラッシュメモリ

）] その他 （ 庁内連携システム

] 電子メール

[ [

 ①法令上の根拠 番号法第１９条第８号別表第２

情報提供ネットワークシステムを通じて特定個人情報の提供依頼のあった都度

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

 ⑥提供方法

 ⑦時期・頻度

[ ○

番号法第１９条第８号別表第２に定める情報照会者（別紙１－１参照） 提供先1

] 提供を行っている 1 ） 件

 ⑦時期・頻度 年に数回

 ②提供先における用途
・就学援助制度にかかる医療費の支給に関する事務（別表第１の２７）
・子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）による事務（別表第１の９４）

 ②提供先における用途 番号法第１９条第８号別表第２に定める各事務（別紙１－１参照）

] 行っていない

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

） 件 [

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

＜選択肢＞
1） 1万人未満

10万人以上100万人未満

[ ]
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

] 情報提供ネットワークシステム

[

[

[ [

[

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール

[ [

[ [

[ ○



[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

10万人以上100万人未満

[ [

[ [
 ⑥移転方法

特定個人情報ファイルの範囲と同様
 ⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

] 庁内連携システム

] 電子メール

] フラッシュメモリ

[ ] その他 （

[ ] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

 移転先1 番号法第９条第１項別表第１に定める移転先（別紙１－２参照）

 ④移転する情報の対象となる
本人の数

○ [

5） 1,000万人以上

住所、氏名、生年月日、性別等の住民基本台帳情報。

 ７．備考

　―

 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※

＜当市における措置＞
関係職員以外立ち入り禁止の室内に、施錠されたサーバー室があり施錠されたサーバーラックにサー
バーを保管し、サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要となる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を厳重に管理している。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存している。

＜消去方法＞
ＬＧＷＡＮ接続端末に一時的に保存した個人番号付電子申請データは、紙に打ち出し後、速やかに完全
消去する。

 ①法令上の根拠 番号法第９条第１項別表第１

）

 ③移転する情報

必要に応じて随時 ⑦時期・頻度

 ②移転先における用途 番号法第９条第１項別表第１に定める各事務（別紙１－２参照）



 ⑥事務担当部署 市民生活部　窓口課

 その妥当性
・個人番号，４情報，その他住民票関係情報
　住基ネットを通じて本人確認を行うために必要な情報として，住民票の記載等に係る本人確認情報（個
人番号，４情報，住民票コード及びこれらの変更情報）を記録する必要があるため。

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成２７年６月１日

[ ] その他 （ ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

[ ] 個人番号対応符号 [ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性
住基ネットを通じて全国共通の本人確認を行うため、本特定個人情報ファイル（本人確認情報ファイル）
において区域内の全ての住民の情報を保有し、住民票に記載されている住民全員の記録を常に正確に
更新・管理・提供する必要があるため。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 10項目以上50項目未満 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[

Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

２．本人確認情報ファイル　（別添１　１．住民基本台帳ファイル、３．送付先情報ファイルは別葉）

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※
住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住民。
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出等の事由により住民票が消除（死亡による消除を除く。）さ
れた者（以下「消除者」という。）を含む

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]



 情報の突合

・本人確認情報ファイルを更新する際に、受領した本人確認情報に関する更新データと本人確認情報
ファイルを、住民票コードをもとに突合する。
・個人番号カードを用いて本人確認を行う際に、提示を受けた個人番号カードと本人確認情報ファイル
を、住民票コードをもとに突合する。

 ⑥使用開始日 平成27年6月1日

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

・住民票の記載事項の変更又は新規作成が生じた場合，既存住基システムから当該本人確認情報の
更新情報を受領し(既存住基システム→市町村ＣＳ），受領した情報を元に本人確認情報ファイルを更新
し，当該本人確認情報の更新情報を都道府県知事に通知する（市町村ＣＳ→都道府県サーバー)。

・住民から提示された個人番号カードに登録された住民票コードをキーとして本人確認情報ファイルを検
索し，画面に表示された本人確認情報と申請・届出書等の記載内容を照合し確認することで本人確認を
行う（個人番号カード→市町村ＣＳ）。

・４情報（氏名，住所，性別，生年月日）の組合せをキーに本人確認情報ファイルの検索を行う。

・本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事保存本人確認情報ファイル（都道府県サーバー）及び機
構保存本人確認情報ファイル（全国サーバー）と整合することを確認するため，都道府県サーバー及び
全国サーバーに対し，整合性確認用本人確認情報を提供する（市町村ＣＳ→都道府県サーバー／全国
サーバー）。

 ②入手方法

[ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

既存住基システム ）

 ③使用目的　※
住基ネットを通じて全国共通の本人確認を行うため、本特定個人情報ファイル（本人確認情報ファイル）
において区域内の全ての住民の情報を保有し、住民票に記載されている住民全員の記録を常に正確に
更新・管理・提供する。

 ④使用の主体

 使用部署 市民生活部　窓口課

 使用者数

＜選択肢＞

] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

[ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線

（ ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 自部署 ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[



2） 再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 ③委託先名 紀陽情報システム株式会社

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する

1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 委託事項1 システムの運用

 ①委託内容 住民基本台帳システムの運用保守

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 1 ）　件

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託



 ⑦時期・頻度 必要に応じて随時（１年に１回程度）。

] 紙

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワークシステム ）

] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上。

 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ②提供先における用途
住民基本台帳の正確な記録を確保するために、本人確認情報ファイルの記載内容（当該提供情報）と
都道府県知事保存本人確認情報ファイル及び機構保存本人確認情報ファイルの記載内容が整合する
ことを確認する。

 ③提供する情報 住民票コード、氏名、生年月日、性別、住所、個人番号、異動事由、異動年月日

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

 ⑦時期・頻度 住民基本台帳の記載事項において、本人確認情報に係る変更又は新規作成が発生した都度、随時。

 提供先2～5

 提供先2 都道府県及び地方公共団体情報システム機構（機構）

 ①法令上の根拠 住基法第１４条（住民基本台帳の正確な記録を確保するための措置）

] 紙

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワークシステム ）

] 専用線

[ ] 電子メール [ ○ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] フラッシュメモリ [

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上。

 ③提供する情報 住民票コード、氏名、生年月日、性別、住所、個人番号、異動事由、異動年月日

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

 提供先1 都道府県

 ①法令上の根拠 住基法第３０条の６（市町村長から都道府県知事への本人確認情報の通知等）

 ②提供先における用途
・市町村より受領した住民の本人確認情報の変更情報（当該提供情報）を元に都道府県知事保存本人
確認情報ファイルの当該住民に係る情報を更新し、機構に通知する。
・住基法に基づいて、本人確認情報の提供及び利用等を行う。

] 移転を行っている （ ） 件

[ ] 行っていない

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 2 ） 件 [



　―

 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※
関係職員以外立ち入り禁止の室内に、施錠されたサーバー室内のさらに施錠されたサーバーラックに保
管し、サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要。

 ７．備考



Ⅱ　特定個人情報ファイルの概要
 １．特定個人情報ファイル名

３．送付先情報ファイル　（別添１　１．住民基本台帳ファイル、２．本人確認情報ファイルは別葉）

 ２．基本情報

 ①ファイルの種類　※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ③対象となる本人の範囲　※ 住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づき住民基本台帳に記録された住民。

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

 ②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

 主な記録項目　※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

 その必要性

番号法第７条第１項（指定及び通知）及び個人番号カード省令第７条（個人番号の通知）に基づき、個人
番号通知書を個人番号の付番対象者に送付する必要がある。
また、通知カード所持者にあっては、個人番号カードは通知カードと引き換えに交付することとされてい
る。
市町村は、個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に基づき、
これらの事務の実施を機構に委任する。

 ④記録される項目

＜選択肢＞

[ 50項目以上100項目未満 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

 その妥当性

・個人番号，４情報，その他住民票関係情報
　個人番号カードの券面記載事項として，法令に規定された項目を記録する必要がある。

・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送付先の情報）
　機構に対し，個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に基づ
き個人番号通知書及び交付申請書の印刷，送付並びに個人番号カードの発行を委任するために，個人
番号カードの券面記載事項のほか，個人番号通知書及び交付申請書の送付先に係る情報に係る情報
を記録する必要がある。

 全ての記録項目 別添１を参照。

 ⑤保有開始日 平成２７年１０月１日

[ ○ ] その他 （ 個人番号通知書及び交付申請書の送付先の情報 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

 ⑥事務担当部署 市民生活部　窓口課



（ ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

 ３．特定個人情報の入手・使用

 ①入手元　※

[ ] 本人又は本人の代理人

[ ] 評価実施機関内の他部署

[ ○ ] その他 （ 自部署 ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

[ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
 ②入手方法

[ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

[ 10人以上50人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

既存住基システム ）

 ③使用目的　※
個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に基づく委任を受けて
個人番号通知書及び交付申請書の印刷，送付並びに個人番号カードの発行を行う機構に対し、個人番
号通知書及び交付申請書の送付先情報を提供するため。

 ④使用の主体

 使用部署 市民生活部　窓口課

 使用者数

＜選択肢＞

 委託の有無　※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 1 ）　件

 情報の突合
入手した送付先情報に含まれる４情報等の変更の有無を確認する（最新の４情報等であることを確認す
る）ため、機構（全国サーバー）が保有する「機構保存本人確認情報」との情報の突合を行う。

 ⑥使用開始日 平成27年10月1日

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 ⑤使用方法

・既存住基システムより個人番号の通知対象者の情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申請書等の
印刷及び送付に係る事務を個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関連事務の
委任）に基づいて委任する機構に対し提供する（既存住基システム→市町村ＣＳ又は電子記録媒体→
個人番号カード管理システム（機構））。

1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

 委託事項1 システムの運用

 ①委託内容 住民基本台帳システムの運用保守

 ②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]

2） 再委託しない

 ⑤再委託の許諾方法

 ⑥再委託事項

 ③委託先名 紀陽情報システム株式会社

再
委
託

 ④再委託の有無　※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する



] 移転を行っている （ ） 件

[ ] 行っていない

 ５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

 提供・移転の有無
[ ○ ] 提供を行っている （ 1 ） 件 [

3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

 ⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

「２．③対象となる本人の範囲」と同上。

 ③提供する情報 「２．④記録される項目」と同上。

 ④提供する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ] 2） 1万人以上10万人未満

 提供先1 地方公共団体情報システム機構（機構）

 ①法令上の根拠 個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）

 ②提供先における用途
個人番号カード省令第３５条（個人番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）に基づく委任を受け、
個人番号通知書及び交付通知書を印刷し、送付する。

 ⑦時期・頻度 個人番号通知書に係る送付先情報は、新たに個人番号の通知対象者が生じた都度提供する。

] 紙

[ ○ ] その他 （ 住民基本台帳ネットワークシステム ）

] 専用線

[ ] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）
 ⑥提供方法

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] フラッシュメモリ [

　―

 ６．特定個人情報の保管・消去

 保管場所　※
関係職員以外立ち入り禁止の室内に、施錠されたサーバー室内のさらに施錠されたサーバーラックに保
管し、サーバーへのアクセスはＩＤ／パスワードによる認証が必要。

 ７．備考



 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

.
（１）住民基本台帳ファイル

6

7

8

9

10

11

1

2

3

4

5 世帯番号

住民基本台帳ファイル

№ 項目名

宛名番号

履歴連番

適用日

登録業務

現存区分

準世帯区分

人格区分

国籍コード

18

19

20

21

22

23

12

13

14

15

16

17

30

31

32

33

34

35

24

25

26

27

28

29

44

45

46

47

36

37

38

39

40

41

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

54

55

56

57

58

59

48

49

50

51

52

53

42

43

本籍地連番 更新日

転出予定日 更新時間

転出予定届出日 更新職員宛名番号

前住所連番 全部一部キー

転入前住所連番 職員番号キー

転入未届地連番 作成日

121

122

123

124

125

126

旧氏かな

転出確定届出区分 旧氏漢字

行政区コード 転出確定地連番

転出予定届出区分 更新端末番号

転出予定地連番 番号制度個人番号

転出確定日 番号制度法人番号

128

129

130

131

127

70

71

72

支所コード

地区コード

転出確定通知日

投票区コード 住民となる届出区分

班コード 住民となる日

小学校区コード 住民となる事由

76

73

74

75中学校区コード 住民となる届出日

住民でなくなる届出日

表示用生年月日 住民でなくなる届出区分

算定団体コード 住民でなくなる日

生年月日 住民でなくなる事由

77

78

79

80

和暦生年月日

大字コード 本名漢字

本番 世帯主氏名かな

性別 死亡日不詳区分

市町村コード 本名かな82

83

84

81

自治コード 改製日

氏名かな 改製連番

枝番１ 世帯主氏名漢字

枝番２ 備考

88

85

86

87

郵便番号BC 最大住所連番

町名 世帯主区分

氏名漢字 旧氏名かな

郵便番号 旧氏名漢字

89

90

91

92

代表者肩書 カナ併記名

代表者氏名 通称名かな

番地 広域宛名番号

方書 漢字併記名94

95

96

93

FAX 在留資格コード

メールアドレス 在留期間等

電話番号 通称名漢字

電話区分 生年月日不詳区分

100

97

98

99

住民票コード 在留カード等の番号

続柄コード１ 宛名送付区分

郵便返却区分 在留期間等の満了の日

登録事由 在留区分

101

102

103

104

続柄コード４ 異動事由コード2

続柄区分 異動事由コード3

続柄コード２ 異動事実コード

続柄コード３ 異動事由コード1106

107

108

105

記載順位 記載住民となった事由

異動日 記載住民となった届出日

続柄名 事由発生年月日

実続柄名 記載住民となった年月日

112

109

110

111

異動届出区分 記載住所を定めた事由

住定日 記載住所を定めた届出日

異動事由 記載住民となった届出区分

異動届出日 記載住所を定めた年月日

113

114

115

116

住定届出区分 処理時間キー

現住所連番 処理区分キー

住定事由 記載住所を定めた届出区分

住定届出日 処理日キー118

119

120

117



 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

. （２）本人確認情報ファイル

40 旧氏 外字変更連番

37 旧氏 漢字

38 旧氏 外字数

39 旧氏 ふりがな

本人確認情報ファイル

№ 項目名

1 住民票コード

2 漢字氏名

3 外字数（氏名）

4 ふりがな氏名

5 清音化かな氏名

6 生年月日

7 性別

8 市町村コード

9 大字・字コード

10 郵便番号

11 住所

12 外字数（住所）

13 個人番号

14 住民となった日

15 住所を定めた日

16 届出の年月日

17 市町村コード（転入前）

18 転入前住所

19 外字数（転入前住所）

20 続柄

21 異動事由

22 異動年月日

23 異動事由詳細

24 旧住民票コード

25 住民票コード使用年月日

26 依頼管理番号

27 操作者ＩＤ

28 操作端末ＩＤ

29 更新順番号

30 異常時更新順番号

31 更新禁止フラグ

35 レコード状況フラグ

36 タイムスタンプ

32 予定者フラグ

33 排他フラグ

34 外字フラグ



 （別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

.
（３）送付先情報ファイル

送付先情報ファイル

67 ローマ字 旧氏

旧氏 漢字

63 旧氏 外字数

64 旧氏 ふりがな

65 旧氏 外字変更連番

66 ローマ字 氏名

1 送付先管理番号 52 在留期間の満了の日

2 送付先郵便番号 53 代替文字変換結果

№ 項目名

№ 項目名 51 第３０条の４５に規定する区分

5 送付先住所　漢字　外字数 56 代替文字住所　項目長

6 送付先氏名　漢字項目長 57 代替文字住所

3 送付先住所　漢字項目長 54 代替文字氏名　項目長

4 送付先住所　漢字 55 代替文字氏名

外字フラグ

10 市町村名　項目長 61 外字パターン

7 送付先氏名　漢字 58 代替文字氏名位置情報

8 送付先氏名　漢字　外字数 59 代替文字住所位置情報

11 市町村名

12 市町村郵便番号

13 市町村住所　項目長

9 市町村コード 60

62

17 交付場所名　項目長

18 交付場所名

19 交付場所名　外字数

14 市町村住所

15 市町村住所　外字数

16 市町村電話番号

23 交付場所住所　外字数

24 交付場所電話番号

25 カード送付場所名　項目長

20 交付場所郵便番号

21 交付場所住所　項目長

22 交付場所住所

29 カード送付場所住所　項目長

30 カード送付場所住所

31 カード送付場所住所　外字数

26 カード送付場所名

27 カード送付場所名　外字数

28 カード送付場所郵便番号

35 操作者ＩＤ

36 操作端末ＩＤ

37 印刷区分

32 カード送付場所電話番号

33 対象となる人数

34 処理年月日

41 氏名　漢字　外字数

42 氏名　かな項目長

43 氏名　かな

38 住民票コード

39 氏名　漢字項目長

40 氏名　漢字

50 個人番号

47 住所　外字数

48 生年月日

49 性別

44 郵便番号

45 住所　項目長

46 住所



 ユーザ認証の管理

 具体的な管理方法

・端末で職員個人単位での認証を行い権限のなくなった者に関しては即時にアクセス権限の変更を行っ
ておりアクセスできない対策を実施している。さらにシステムで職員個人単位での認証を行い、権限のな
くなった者に関しては即時にアクセス権限の変更を行っておりアクセスできない対策を実施している。
・サービス検索・電子申請機能をＬＧＷＡＮ接続端末上で利用する必要がある職員を特定し、個人ごとの
ユーザーＩＤを割り当てるとともに、ＩＤとパスワードによる認証を行う。
・なりすましによる不正を防止する観点から共用ＩＤの利用を禁止する。

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 その他の措置の内容

・従業者が事務外で使用するリスクへの措置
　システムの操作履歴(操作ログ)を記録する。
　担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認する。
　システム利用職員への研修会において、事務外利用の禁止等について指導する。

・特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
　バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に対し指導する。

[ 特に力を入れている

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・長時間操作がない場合は、スクリーンセーバを表示し解除するにはパスワードが必要な措置をとり本人確認情報を表示させない。
　・統合端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。
　・本人確認情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ処理後、速やかに処分する。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得る。

 リスクへの対策は十分か

Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスクへの対策は十分か

 ３．特定個人情報の使用

 リスクへの対策は十分か

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

・情報の入手元は職権によるものを除き本人に限定されるため、届出窓口において届出等の内容や本
人確認書類（身分証明書等）の確認を厳格に行い、その上でシステムへの情報登録を行っている。
・入手した情報は速やかに本ファイルに記録をし、さらに確認用リストにて記録者以外の者がチェックを
行う。
・住民票記載事項通知の内容を登録する際、変更前の内容と既存住基システムに登録されている内容
の整合性を確認し、その上でシステムへの登録を行っている。

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクに対する措置の内容

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

・住基システムへ直接アクセスできるのは住基システムの管理所属だけであり、他の所属は各事務用シ
ステムから事務対象者に関する情報照会画面から個人番号を参照することしかできないようシステム上
でアクセス制御を行う。

・住基システムで保有する当該事務に関係のない事務処理のための機能（画面）からは、個人番号を参
照できないようにシステム上でアクセス制御を行う。

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管場所を決めており、漏えい・紛失を防止している。
・市民がサービス検索・電子申請機能の画面の誘導に従いサービスを検索し、申請フォームを選択して必要情報を入力することとなる
が、画面での誘導を簡潔に行うことで、異なる手続に係る申請や不要な情報を送信してしまうリスクを防止する。

[

 １．特定個人情報ファイル名

１．住民基本台帳ファイル

]

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

特に力を入れている

[ 特に力を入れている

3） 課題が残されている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

] 1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞[ 行っている



[ 十分に行っている

特定個人情報ファイルにかかわらず個人情報すべてにおいて保護するように規定している。

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

十分である

] 委託しない[

] 提供・移転しない

 具体的な方法 再委託については、委託先と同様の取り扱いを行うことを契約書に規定している。

[

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 リスクへの対策は十分か

] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

当市セキュリティポリシーにおいても個人情報の保護を規定している。 その他の措置の内容

2） 十分である

定めている[

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

 リスクへの対策は十分か

]

十分である

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 その他の措置の内容

―

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 規定の内容

1） 定めている 2） 定めていない

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・システム上での庁内連携により特定個人情報を提供・移転する場合、いつ、誰が、何のために（どの業
務のために）入手したかの記録（ログ）を保存できる機能をシステムに持たせる。

・データの受け渡しにより特定個人情報を移転・提供する場合、何を目的・用途のために、どのような手
段・方法で、どのようなデータを受け渡すのかを書面により明確にし、記録する。

・提供方法が紙ベースとなる場合は、日時、請求先、請求事由、提供内容、提供数、提供した職員氏名
を記録する。

[ 定めている ＜選択肢＞

・年数回、業務に関する勉強会を実施し、セキュリティ及び番号法について研修を行っている。

[

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [

―

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

] 1） 特に力を入れて行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

2） 十分に行っている
＜選択肢＞



 リスクへの対策は十分か

・データを保管するサーバー室においては入室管理・空調管理も行っている。
・サーバーや端末にはウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルを常に最新にすることでウイルス対策を行っている。
・端末へのソフトウェアインストール制限を行っており、不正プログラムのインストールを防止する。
・日々バックアップを取り滅失に対する措置を行っている。
・すべての端末においてデバイス制御を行っており、漏えいに対する措置を行っている。
・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管場所を決めており、漏えい・紛失を防止している。
・ＬＧＷＡＮ接続端末については、個人ごとのユーザーＩＤを割り当て、ＩＤとパスワードによる認証を行うとともに、業務時間外の施錠でき
るキャビネット等への保管などの物理的対策も講じている。

 その内容

[ 十分に行っている

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

 ①事故発生時手順の策定・
周知

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容 ネットワーク接続に対してファイアウォール等でアクセス制限を講じている。

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

[ ] 1） 発生あり

] 接続しない（提供）[ ○ ] 接続しない（入手）

発生なし

[ 十分である

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続

　―

 再発防止策の内容 　―

 その他の措置の内容

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を厳重に管理している。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存している。

＜選択肢＞
2） 発生なし

[

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

2） 十分である

]

[

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている
3） 十分に行っていない

2） 十分に行っている

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
①中間サーバーの職員認証・権限管理機能では，ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを実施した職員，時刻，操作内
容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
②情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対
応している。
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総
合行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
②中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに，通信を暗号化することで安全性を
確保している。
③中間サーバー・プラットフォームでは，特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）してお
り、中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
④特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏
えい等のリスクを極小化する。

[ 十分である

 ７．特定個人情報の保管・消去

2） 十分である

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か

 リスクへの対策は十分か

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置



 １０．その他のリスク対策

―

・住民基本台帳の情報を取扱う職員に対して、初任時及び一定期間ごとにセキュリティに関することや社
会保障・税番号制度について勉強会を実施しており、他市町村で事故が発生した場合、松原市で類似
の事故がおこらないよう事務改善等に取り組んでいる。

 ８．監査

 実施の有無

 従業者に対する教育・啓発

 具体的な方法

 ９．従業者に対する教育・啓発

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

] 自己点検 ] 外部監査

]

[] 内部監査[ ○ [

[ 特に力を入れて行っている

○



Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

２．本人確認情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・住民基本台帳法のシステムについては、個人単位でのＩＤ、パスワードにて認証を行い各端末の画面
に情報保護シートを貼り、除き見の防止をしている。また定期的に情報セキュリティポリシーおよび個人
情報保護に関する勉強会を行っており職員における個人情報のリスク管理を行っている。

・対象者以外の情報の入手を防止するための措置
　本人確認情報の入手元は既存住基システムに限定されるため、既存住基システムへの情報の登録の
際に、届出・申請等の窓口において届出・申請内容や本人確認書類（身分証明書等）の確認を厳格に行
い、対象者以外の情報の入手の防止に努める。

・必要な情報以外を入手することを防止するための措置
　総務省告示第３３４号（第６－７　本人確認情報の通知及び記録）等により市町村ＣＳにおいて既存住
基システムを通じて入手することとされている情報以外を入手できないことを、システム上で担保する。
　正当な利用目的以外の目的にデータベースが構成されることを防止するため、本人確認情報の検索
を行う際の検索条件として、少なくとも性別を除く２情報以上（氏名と住所の組み合わせ、氏名と生年月
日の組み合わせ）の指定を必須とする。

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

　―

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスクに対する措置の内容

・宛名システム等における措置
市町村ＣＳと宛名管理システム間の接続は行わない。

・事務で使用するその他のシステムにおける措置
庁内システムにおける市町村ＣＳへのアクセスは既存住基システムに限定しており、既存住基システム
と市町村ＣＳ間では、法令に基づく事務で使用する以外の情報との紐付けは行わない。
　なお、市町村ＣＳのサーバー上には住民基本台帳ネットワークシステムの管理及び運用に必要なソフ
トウェア以外作動させず、また、市町村ＣＳが設置されたセグメントにあるハブには権限の無い者が機器
を接続できないよう、適切な対策（物理的なアクセス制限、ＭＡＣアドレスによるフィルタリング等）を講じ
る。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
職員個人単位での認証を行い権限のなくなった者に関しては即時にアクセス権限の変更を行っておりア
クセスできない対策を実施する。

 その他の措置の内容

・従業者が事務外で使用するリスクへの措置
　システムの操作履歴(操作ログ)を記録する。
　担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認する。
　システム利用職員への研修会において、事務外利用の禁止等について指導する。

・特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
　バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に対し指導する。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・長時間操作がない場合は、スクリーンセーバを表示し解除するにはパスワードが必要な措置をとり本人確認情報を表示させない。
　・統合端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。
　・本人確認情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ処理後、速やかに処分する。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得る。



その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・長時間操作がない場合は、スクリーンセーバを表示し解除するにはパスワードが必要な措置をとり本人確認情報を表示させない。
　・統合端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。
　・本人確認情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ処理後、速やかに処分する。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得る。



 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

[ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 具体的な方法 再委託については、委託先と同様の取り扱いを行うことを契約書に規定している。

 規定の内容 特定個人情報ファイルにかかわらず個人情報すべてにおいて保護するように規定している。

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ] 1） 特に力を入れて行っている

3） 課題が残されている

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

―

 その他の措置の内容 当市セキュリティポリシーにおいても個人情報の保護を規定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 定めている 2） 定めていない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・システム上での庁内連携により特定個人情報を提供・移転する場合、いつ、誰が、何のために（どの業
務のために）入手したかの記録（ログ）を保存できる機能をシステムに持たせる。

・データの受け渡しにより特定個人情報を移転・提供する場合、何を目的・用途のために、どのような手
段・方法で、どのようなデータを受け渡すのかを書面により明確にし、記録する。

・提供方法が紙ベースとなる場合は、日時、請求先、請求事由、提供内容、提供数、提供した職員氏名
を記録する。

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ] ＜選択肢＞

 その他の措置の内容 ・年数回、業務に関する勉強会を実施し、セキュリティ及び番号法について研修を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

・不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへの措置
　相手方（都道府県サーバー）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施しているため、認証できない相手先への情報の提供はなさ
れないことがシステム上担保される。また、媒体へ出力する必要がある場合には、逐一出力の記録が残される仕組みを構築する。

・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置
　システム上、照会元から指定された検索条件に基づき得た結果を適切に提供・移転することを担保する。また、本人確認情報に変更
が生じた際には、市町村ＣＳへの登録時点で項目のフォーマットチェックや論理チェック（例えば、現存する住民に対して転入を異動事由
とする更新が行われようとした場合や、転居を異動事由とする更新の際に住所以外の更新が行われようとした場合に当該処理をエラー
とする）がなされた情報を通知することをシステム上で担保する。

・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
　相手方（都道府県サーバー）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施するため、認証できない相手先への情報の提供はなされな
いことがシステム上担保される。



 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

 その内容 　―

 再発防止策の内容 　―

 その他の措置の内容

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置しており、データセンターへの入館及びサー
バー室への入室を厳重に管理している。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バックアップ
もデータベース上に保存している。

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・データを保管するサーバー室においては入室管理・空調管理も行っている。
・サーバーや端末にはウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルを常に最新にすることでウイルス対策を行っている。
・端末へのソフトウェアインストール制限を行っており、不正プログラムのインストールを防止する。
・日々バックアップを取り滅失に対する措置を行っている。
・すべての端末においてデバイス制御を行っており、漏えいに対する措置を行っている。
・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管場所を決めており、漏えい・紛失を防止している。
・ＬＧＷＡＮ接続端末については、個人ごとのユーザーＩＤを割り当て、ＩＤとパスワードによる認証を行うとともに、業務時間外の施錠でき
るキャビネット等への保管などの物理的対策も講じている。



○ ] 内部監査 [ ] 外部監査

 ９．従業者に対する教育・啓発

 ８．監査

 実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [

 従業者に対する教育・啓発 [ 特に力を入れて行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

―

 具体的な方法

・住民基本台帳の情報を取扱う職員に対して、初任時及び一定期間ごとにセキュリティに関することや社
会保障・税番号制度について勉強会を実施しており、他市町村で事故が発生した場合、松原市で類似
の事故がおこらないよう事務改善等に取り組んでいる。

 １０．その他のリスク対策



1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他、特定個人情報の使用にあたり、以下の措置を講じる。
　・長時間操作がない場合は、スクリーンセーバを表示し解除するにはパスワードが必要な措置をとり本人確認情報を表示させない。
　・統合端末のディスプレイを、来庁者から見えない位置に置く。
　・本人確認情報が表示された画面のハードコピーの取得は事務処理に必要となる範囲にとどめ処理後、速やかに処分する。
　・大量のデータ出力に際しては、事前に管理責任者の承認を得る。

 その他の措置の内容

・従業者が事務外で使用するリスクへの措置
　システムの操作履歴(操作ログ)を記録する。
　担当者へのヒアリングを実施し、業務上必要のない検索又は抽出が行われていないことを確認する。
　システム利用職員への研修会において、事務外利用の禁止等について指導する。

・特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスクへの措置
　バックアップ以外にファイルを複製しないよう、職員・委託先等に対し指導する。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ] ＜選択肢＞

 リスク２：　権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

 ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

 具体的な管理方法
職員個人単位での認証を行い権限のなくなった者に関しては即時にアクセス権限の変更を行っておりア
クセスできない対策を実施する。

 リスクに対する措置の内容

・宛名システム等における措置
市町村ＣＳと宛名管理システム間の接続は行わない。

・事務で使用するその他のシステムにおける措置
庁内システムにおける市町村ＣＳへのアクセスは既存住基システムに限定しており、また、既存住基シス
テムと市町村ＣＳ間では、法令に基づく事務で使用する以外の情報との紐付けは行わない。
　なお、市町村ＣＳのサーバー上には住民基本台帳ネットワークシステムの管理及び運用に必要なソフト
ウェア以外作動させず、また、市町村ＣＳが設置されたセグメントにあるハブには権限の無い者が機器を
接続できないよう、適切な対策（物理的なアクセス制限、ＭＡＣアドレスによるフィルタリング等）を講じる。

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 ３．特定個人情報の使用

 リスク１：　目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

 リスクへの対策は十分か [ 特に力を入れている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

Ⅲ　リスク対策　※（７．②を除く。）

 １．特定個人情報ファイル名

３．送付先情報ファイル

 ２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

 リスク：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

・対象者以外の情報の入手を防止するための措置
　送付先情報の入手は、既存住基システムからのデータ連携に限定されるため、既存住基システムへの
情報の登録の際に、届出・申請等の窓口において、本人確認書類（身分証明書等）として写真付きの書
類または複数点の書類の提示を求めるとともに、届出・申請内容を複数人で確認し、対象者以外の情報
の入手の防止に努める。

・必要な情報以外を入手することを防止するための措置
　総務省告示第３３４号（第６－７　本人確認情報の通知及び記録）等により市町村ＣＳにおいて既存住
基システムを通じて入手することとされている情報以外を入手できないことを、システム上で担保する。
　正当な利用目的以外の目的にデータベースが構成されることを防止するため、本人確認情報の検索を
行う際の検索条件として、少なくとも性別を除く２情報以上（氏名と住所の組み合わせ、氏名と生年月日
の組み合わせ）の指定を必須とする。

 特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管場所を決めており、漏えい・紛失を防止している。



 特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対す
る措置

・不適切な方法で提供・移転が行われるリスクへの措置
相手方（都道府県サーバー）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施しているため、認証できない相手先への情報の提供はなされ
ないことがシステム上担保される。また、媒体へ出力する必要がある場合には、逐一出力の記録が残される仕組みを構築する。

・誤った情報を提供・移転してしまうリスクへの措置
システム上、照会元から指定された検索条件に基づき得た結果を適切に提供・移転することを担保する。また、本人確認情報に変更が
生じた際には、市町村ＣＳへの登録時点で項目のフォーマットチェックや論理チェック（例えば、現存する住民に対して転入を異動事由と
する更新が行われようとした場合や、転居を異動事由とする更新の際に住所以外の更新が行われようとした場合に当該処理をエラーと
する）がなされた情報を通知することをシステム上で担保する。

・誤った相手に提供・移転してしまうリスクへの措置
相手方（都道府県サーバー）と市町村ＣＳの間の通信では相互認証を実施するため、認証できない相手先への情報の提供はなされない
ことがシステム上担保される。

 その他の措置の内容 ・年数回、業務に関する勉強会を実施し、セキュリティ及び番号法について研修を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

1） 定めている 2） 定めていない

 ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・システム上での庁内連携により特定個人情報を提供・移転する場合、いつ、誰が、何のために（どの業
務のために）入手したかの記録（ログ）を保存できる機能をシステムに持たせる。

・データの受け渡しにより特定個人情報を移転・提供する場合、何を目的・用途のために、どのような手
段・方法で、どのようなデータを受け渡すのかを書面により明確にし、記録する。

・提供方法が紙ベースとなる場合は、日時、請求先、請求事由、提供内容、提供数、提供した職員氏名
を記録する。

 ５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

 リスク：　不正な提供・移転が行われるリスク

 特定個人情報の提供・移転に
関するルール

[ 定めている ] ＜選択肢＞

3） 課題が残されている

 特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

　―

 その他の措置の内容 当市セキュリティポリシーにおいても個人情報の保護を規定している。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

 具体的な方法 再委託については、委託先と同様の取り扱いを行うことを契約書に規定している。

 規定の内容 特定個人情報ファイルにかかわらず個人情報すべてにおいて保護するように規定している。

 再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ] 1） 特に力を入れて行っている

 リスク：　委託先における不正な使用等のリスク

 委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

[ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

 ４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない



 特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

・データを保管するサーバー室においては入室管理・空調管理も行っている。
・サーバーや端末にはウイルス対策ソフトを導入し、パターンファイルを常に最新にすることでウイルス対策を行っている。
・端末へのソフトウェアインストール制限を行っており、不正プログラムのインストールを防止する。
・日々バックアップを取り滅失に対する措置を行っている。
・すべての端末においてデバイス制御を行っており、漏えいに対する措置を行っている。

 リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 その内容 　―

 再発防止策の内容 　―

 その他の措置の内容 　―

 ②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

 リスク：　特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

 ①事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

3） 課題が残されている

 情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

 ７．特定個人情報の保管・消去

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

 リスク２： 不正な提供が行われるリスク

○ ] 接続しない（提供）

 リスク１：　目的外の入手が行われるリスク

 リスクに対する措置の内容

 リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

 ６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [



―

 具体的な方法

・住民基本台帳の情報を取扱う職員に対して、初任時及び一定期間ごとにセキュリティに関することや社
会保障・税番号制度について勉強会を実施しており、他市町村で事故が発生した場合、松原市で類似の
事故がおこらないよう事務改善等に取り組んでいる。

・住基ネット関係職員(任用された派遣要員、非常勤職員、臨時職員等を含む。)に対して、初任時及び一
定期間毎に、必要な知識の習得に資するための研修を実施するとともに、その記録を残している。

・住基ネットの各責任者に対して、その管理に関する必要な知識や技術を習得させる研修を実施すると
ともに、その記録を残している。

 １０．その他のリスク対策

 従業者に対する教育・啓発 [ 特に力を入れて行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

○ ] 内部監査 [ ] 外部監査

 ９．従業者に対する教育・啓発

 ８．監査

 実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [



 ③法令による特別の手続

 ④個人情報ファイル簿への不
記載等

　－

　－

 ２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

Ⅳ　開示請求、問合せ
 １．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

 ①請求先
〒580-8501　大阪府松原市阿保１丁目１番１号
松原市役所　市民生活部　窓口課、総務部　総務課
電話番号　072-334-1550（代表）

 ②請求方法
個人情報開示請求書等を請求先に提出する。
（請求の問い合わせについては窓口課、請求の手続きについては総務課）

 ①連絡先
〒580-8501　大阪府松原市阿保１丁目１番１号
松原市役所　市民生活部　窓口課
電話番号　072-334-1550（代表）

 ②対応方法  －



 ２．国民・住民等からの意見の聴取　【任意】

 ②しきい値判断結果 ＜選択肢＞
1） 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる
2） 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に重点項目評価を実施）
3） 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に重点項目評価を実施）

][ 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる

－

 ②方法 －

 ③結果

 ３．第三者点検　【任意】

 ①実施日 －

 ①方法 －

 ③主な意見の内容

 ②実施日・期間 －

－

Ⅴ　評価実施手続
 １．基礎項目評価

 ①実施日 令和3年3月12日



なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カー
ドの交付」に係る事務については、行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律の規定による通知カード及び
個人番号カード並びに情報提供ネットワークシ
ステムによる特定個人情報の提供等に関する
省令（平成二十六年十一月二十日総務省令第
八十五号）第35条第3項により機構に対し事務
の一部が委任される。
そのため、当該事務においては、事務を委任す
る機構に対する情報の提供を含めて特定個人
情報ファイルを使用する。

Ⅰ基本情報
1．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
②事務の内容

なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カー
ドの交付」に係る事務については、行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律の規定による通知カード及び
個人番号カード並びに情報提供ネットワークシ
ステムによる特定個人情報の提供等に関する
省令（平成二十六年十一月二十日総務省令第
八十五号）第3項により機構に対し事務の一部
が委任される。
そのため、当該事務においては、事務を委任す
る機構に対する情報の提供を含めて特定個人
情報ファイルを使用する。

４．本人確認情報検索
　統合端末において入力された住民票コード、
個人番号又は、４情報（氏名、住所、性別、生年
月日）の組合せをキーに本人確認情報の検索
を行い、検索条件に該当する本人確認情報の
一覧を画面上に表示する。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

（別添２）変更箇所

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅰ基本情報
5．情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２０、２１、２３、２７、３０、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５
８、５９、６１、６２、６６、６７、７０、７７、８０、８４、
８９、９１、９２、９４、９６、１０１、１０２、１０３、１０
５、１０６、１０８、１１１、１１２、１１３、１１４、１１
６、１１７、１２０の項）

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２０、２１、２３、２７、３０、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５
８、５９、６１、６２、６６、６７、７０、７４、７７、８０、
８４、８５の２、８９、９１、９２、９４、９６、１０１、１０
２、１０３、１０５、１０６、１０８、１１１、１１２、１１
３、１１４、１１６、１１９の項）

Ⅰ基本情報
7．評価実施機関における担
当部署
②所属長の役職名

窓口課長　寺本　孝宏 窓口課長 事後

項目

重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

Ⅰ基本情報
4．個人番号の利用
法令上の根拠

（平成２５年５月３１日法律第２８号施行時点）

提出時期に係る説明

Ⅰ基本情報
6．評価実施機関における担
当部署
②所属長

窓口課長　松本　久次 窓口課長　寺本　孝宏 事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

変更前の記載 変更後の記載 提出時期変更日

平成28年4月1日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

（削除） 事後

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

Ⅰ基本情報
2．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム2
②システムの機能

４．本人確認情報検索
　統合端末において入力された４情報（氏名、住
所、性別、生年月日）の組合せをキーに本人確
認情報の検索を行い、検索条件に該当する本
人確認情報の一覧を画面上に表示する。

事後

令和2年2月10日

令和2年2月10日



その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
3．特定個人情報の入手・使用
②入手方法

[ ○ ] その他 （住民基本台帳ネットワーク、ＬＧ
ＷＡＮ）

[ ○ ] その他 （住民基本台帳ネットワーク） 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
3．特定個人情報の入手・使用
①入手元

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署 （保険年金
課、医療支援課、高齢介護課、子ども未来室）
[ ○ ] その他 （法務省）

[ 　 ] 評価実施機関内の他部署 （　　　　）
[ ○ ] その他 （出入国在留管理庁通知）

事後

事後

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
4．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託の有無

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
2．基本情報
③対象となる本人の範囲

住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づ
き住民基本台帳に記録された住民。
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出
等の事由により住民票が消除（死亡による消除
を除く。）された者（以下「消除者」という。）を含
む

住基法第５条（住民基本台帳の備付け）に基づ
き住民基本台帳に記録された住民。
※住民基本台帳に記録されていた者で、転出
等の事由により住民票が消除された者（以下
「消除者」という。）を含む

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

（ 2 ）件 （ 1 ）件

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
3．特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

（追加）
（４）本人確認情報ファイル（市町村ＣＳ）との整
合性チェックを行う（年２回）

令和2年2月10日 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
5．特定個人情報の提供・移転
移転先4
②移転先における用途

・生活保護費・就労自立給付金の支給に関する
事務（別表第１の１５）

・生活保護費・就労自立給付金・進学準備給付
金の支給に関する事務（別表第１の１５）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
4．特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
委託事項2

社会保障・税番号制度の導入に伴う住民基本
台帳システム等改修業務

（削除） 事後

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
5．特定個人情報の提供・移転
移転先5
②移転先における用途

・個人市府民税の賦課事務（別表第１の１６）
・法人市民税の賦課事務（別表第１の１６）
・固定資産税及び都市計画税の賦課事務（別表
第１の１６）
・軽自動車税の賦課事務（別表第１の１６）
・市たばこ税の賦課事務（別表第１の１６）
・入湯税の賦課事務（別表第１の１６）

・個人市府民税の賦課事務（別表第１の１６）
・（削除）
・固定資産税及び都市計画税の賦課事務（別表
第１の１６）
・軽自動車税（種別割）の賦課事務（別表第１の
１６）
・（削除）
・（削除）

事後

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日



Ⅲリスク対策
1．住民基本台帳ファイル
2．特定個人情報の入手
リスクに対する措置の内容

（追加）

・住民票記載事項通知の内容を登録する際、変
更前の内容と既存住基システムに登録されてい
る内容の整合性を確認し、その上でシステムへ
の登録を行っている。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目
（3）送付先情報ファイル

（追加）

62 旧氏 漢字
63 旧氏 外字数
64 旧氏 ふりがな
65 旧氏 外字変更連番
66 ローマ字 氏名
67 ローマ字 旧氏

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目
（2）本人確認情報ファイル

（追加）

37 旧氏 漢字
38 旧氏 外字数
39 旧氏 ふりがな
40 旧氏 外字変更連番

事後

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

事後

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目
（1）住民基本台帳ファイル

（追加）

338 旧氏カナ
339 旧氏
340 旧氏履歴数
341 旧氏異動日
342 旧氏届出日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要
1．住民基本台帳ファイル
5．特定個人情報の提供・移転
移転先7
①法令上の根拠

番号法第９条第１項　別表第１の３０、３１、９５
の項

番号法第９条第１項　別表第１の３０、３１、８３、
９５の項

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要1．住民基本台帳ファイル
6．特定個人情報の保管・消去
保管場所

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理する。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理している。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存している。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要1．住民基本台帳ファイル
5．特定個人情報の提供・移転
移転先7
②移転先における用途

（追加）
・特別障害給付金に関する事務（別表第１の８
３）

事後

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日



Ⅲリスク対策
3．送付先情報ファイル
2．特定個人情報の入手
特定個人情報の入手におけ
その他のリスク及びそのリスク
に対する措置

（追加）
・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管
場所を決めており、漏えい・紛失を防止してい
る。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅲリスク対策
1．住民基本台帳ファイル
9．従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

・定期的にセキュリティ勉強会を実施しており、
他市町村で事故が発生した場合、松原市で類
似の事故がおこらないよう事務改善等に取り組
んでる。

・住民基本台帳の情報を取扱う職員に対して、
初任時及び一定期間ごとにセキュリティに関す
ることや社会保障・税番号制度について勉強会
を実施しており、他市町村で事故が発生した場
合、松原市で類似の事故がおこらないよう事務
改善等に取り組んでいる。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅲリスク対策
2．本人確認情報ファイル
9．従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

・定期的にセキュリティ勉強会を実施しており、
他市町村で事故が発生した場合、松原市で類
似の事故がおこらないよう事務改善等に取り組
んでる。

・住民基本台帳の情報を取扱う職員に対して、
初任時及び一定期間ごとにセキュリティに関す
ることや社会保障・税番号制度について勉強会
を実施しており、他市町村で事故が発生した場
合、松原市で類似の事故がおこらないよう事務
改善等に取り組んでいる。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅲリスク対策
1．住民基本台帳ファイル
7．特定個人情報の保管・消去
その他の措置の内容

（追加）

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理している。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存している。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅲリスク対策
1．住民基本台帳ファイル
7．特定個人情報の保管・消去
特定個人情報の保管・消去に
おけるその他のリスク及びそ
のリスクに対する措置

（追加）
・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管
場所を決めており、漏えい・紛失を防止してい
る。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅲリスク対策
1．住民基本台帳ファイル
2．特定個人情報の入手
特定個人情報の入手における
その他のリスク及びそのリスク
に対する措置

（追加）
・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管
場所を決めており、漏えい・紛失を防止してい
る。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日

令和2年2月10日



事後 法改正に対応

Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務におい
て使用するシステム　システム
2　②システムの機能

７．送付先情報通知
　個人番号の通知に係る事務の委任先である
機構において、住民に対して番号通知書類(通
知カード、個人番号カード交付申請書（以下「交
付申請書」という。）等)を送付するため、既存住
基システムから当該市町村の住民基本台帳に
記載されている者の送付先情報を抽出し、当該
情報を、機構が設置・管理する個人番号カード
管理システムに通知する。

７．送付先情報通知
　個人番号の通知に係る事務の委任先である
機構において、住民に対して番号通知書類(個
人番号通知書、個人番号カード交付申請書（以
下「交付申請書」という。）等)を送付するため、
既存住基システムから当該市町村の住民基本
台帳に記載されている者の送付先情報を抽出
し、当該情報を、機構が設置・管理する個人番
号カード管理システムに通知する。

（追加）

１０．証明書コンビニ交付システムとの連携
　証明書コンビニ交付システムの利用が可能な
コンビニエンスストアにおいて、住民票の写し等
の証明書を発行するため、証明書コンビニ交付
システムと各種証明書に記載する情報のデータ
連携を行う機能。

事前

Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務におい
て使用するシステム　システム
1　③他のシステムとの接続

（追加）
［○］その他（法務省連携システム、証明書コン
ビニ交付システム）

事前

なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カー
ドの交付」に係る事務については、行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律の規定による通知カード及び
個人番号カード並びに情報提供ネットワークシ
ステムによる特定個人情報の提供等に関する
省令（平成二十六年十一月二十日総務省令第
八十五号）第35条第3項により機構に対し事務
の一部が委任される。
そのため、当該事務においては、事務を委任す
る機構に対する情報の提供を含めて特定個人
情報ファイルを使用する。

なお、⑨の「個人番号の通知及び個人番号カー
ドの交付」に係る事務については、行政手続に
おける特定の個人を識別するための番号の利
用等に関する法律に規定する個人番号、個人
番号カード、特定個人情報の提供等に関する省
令（平成二十六年十一月二十日総務省令第八
十五号）第35条第3項により機構に対し事務の
一部が委任される。
そのため、当該事務においては、事務を委任す
る機構に対する情報の提供を含めて特定個人
情報ファイルを使用する。

事後 法改正に対応

Ⅲリスク対策
2．本人確認情報ファイル
9．従業者に対する教育・啓発
具体的な方法

・定期的にセキュリティ勉強会を実施しており、
他市町村で事故が発生した場合、松原市で類
似の事故がおこらないよう事務改善等に取り組
んでる。

・住民基本台帳の情報を取扱う職員に対して、
初任時及び一定期間ごとにセキュリティに関す
ることや社会保障・税番号制度について勉強会
を実施しており、他市町村で事故が発生した場
合、松原市で類似の事故がおこらないよう事務
改善等に取り組んでいる。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和2年2月10日

令和3年3月19日

令和3年12月1日

Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務　②事
務の内容　下部のなお書き

Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務におい
て使用するシステム　システム
1　②システムの機能

令和3年12月1日

令和3年3月19日



Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務におい
て使用するシステム　システム
5　②システムの機能

（追加）

１．証明書交付センターとのデータ送受信機能
　LGWANを通じて証明書交付センターからの依
頼を受信し、該当者の照明書データを作成し、
LGWANを通じて証明書交付センターへ送信す
る機能。

２．既存住基システムとの送受信機能
　LGWANを通じて既存住基システムから証明書
の発行に用いるための該当者の情報を受信す
る機能。

３．証明書の発行履歴の保持・出力
　証明書交付センターへ送信した証明書データ
の履歴保持及び履歴出力を行う機能。

４．職員認証・権限管理機能
　証明書コンビニ交付システムの運用管理、利
用する職員の認証と職員に付与された権限に
基づいた各種機能の設定を行う機能。

５．システム運用管理機能
　業務統計情報の集計、稼働状態の通知等を
行う機能。

事前

Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務におい
て使用するシステム　システム
4　②システムの機能

４．既存システム接続機能
　中間サーバー、団体内統合宛名システムとの
間で情報照会内容，情報提供内容，特定個人
情報（連携対象），符号取得のための情報等に
ついて連携するための機能。

４．既存システム接続機能
　中間サーバーと既存システム、団体内統合宛
名システム及び住基システムとの間で情報照会
内容，情報提供内容，特定個人情報（連携対
象），符号取得のための情報等について連携す
るための機能。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務におい
て使用するシステム　システム
5　①システムの名称

（追加） 証明書コンビニ交付システム 事前

Ⅰ基本情報　2.特定個人情報
ファイルを取り扱う事務におい
て使用するシステム　システム
5　③他のシステムとの接続

（追加）
［○］既存住民基本台帳システム
［○］その他（証明書交付センターシステム）

事前令和3年12月1日

令和3年3月19日

令和3年12月1日

令和3年12月1日



・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２０、２１、２３、２７、３０、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５
８、５９、６１、６２、６６、６７、７０、７４、７７、８０、
８４、８５の２、８９、９１、９２、９４、９６、１０１、１０
２、１０３、１０５、１０６、１０８、１１１、１１２、１１
３、１１４、１１６、１１９の項）

（別表第二における情報照会の根拠）
　　なし
（住民基本台帳に関する事務において情報提
供ネットワークシステムによる情報照会は行わ
ない）

・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２０、２１、２３、２７、３０、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５
８、５９、６１、６２、６６、６７、７０、７４、７７、８０、
８４、８５の２、８９、９１、９２、９４、９６、９７、１０
１、１０２、１０３、１０５、１０６、１０７、１０８、１１
１、１１２、１１３、１１４、１１７、１２０の項）

（別表第二における情報照会の根拠）
　　なし
（住民基本台帳に関する事務において情報提
供ネットワークシステムによる情報照会は行わ
ない）

事後 法改正に対応

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
2.基本情報　④記録される項
目　主な記録項目

［　］連絡先（電話番号等） ［〇］連絡先（電話番号等） 事前

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
3.特定個人情報の入手・使用
①入手元

［〇］その他（出入国在留管理庁通知）
［〇］その他（出入国在留管理庁通知、住民基
本台帳ネットワークシステム）

事前

［　］専用線 ［〇］専用線 事前

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
2.基本情報　④記録される項
目　その他妥当性

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報
　住基法第７条（住民票の記載事項）にて住民
票に記載すべき事項と定めてられている為。

・個人番号、４情報、その他住民票関係情報
　住基法第７条（住民票の記載事項）にて住民
票に記載すべき事項と定めてられている為。
・その他識別番号
　庁内システムにおける対象者の正確な特定の
為。
・連絡先
　住民基本台帳の異動申請がなされていない
等で対象者の正確な連絡先（住所等）が特定で
きない場合の連絡先（電話番号等）として保有

事前

令和3年3月19日

令和3年9月21日

令和3年9月21日

令和3年9月21日

令和3年9月21日

Ⅰ基本情報　5.情報提供ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
3.特定個人情報の入手・使用
①入手方法



（１）通知カード，個人番号カード等により，正確
な本人確認を行う　【上記１，２，３】

（１）個人番号カード等により，正確な本人確認
を行う　【上記１，２，３】

事後 法改正に対応

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
4.特定個人情報の委託　③再
委託の有無

再委託する 再委託しない 事前

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
4.特定個人情報の委託　③委
託先名

株式会社　富士通マーケティング 紀陽情報システム株式会社 事前

令和3年9月21日

令和3年9月21日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
4.特定個人情報の委託　⑤再
委託の許諾方法　⑥再委託事
項

令和3年3月19日

令和3年9月21日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
3.特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法　情報の突合

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
提供先１　②提供先における
用途

番号法別表第２に定める各事務
番号法第１９条第７号別表第２に定める各事務
（別紙１－１参照）

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

松原市個人情報保護条例の厳守及び業務委託
契約に基づく一切の義務の厳守
住民基本台帳システム及び住民基本台帳ネット
ワークシステムの運用保守支援等

（削除） 事前

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
提供先１　①法令上の根拠

番号法第１９条第７号別表第２に定める情報照
会者（別紙１参照）

番号法第１９条第７号別表第２に定める情報照
会者（別紙１－１参照）

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
移転先１　①法令上の根拠

番号法第９条第１項　別表第１の８、１１、１２，１
４，３４，４７，８４の項

番号法第９条第１項別表第１ 事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
移転先１

障害福祉課
番号法第９条第１項別表第１に定める移転先
（別紙１－２参照）

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）



令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
移転先１　⑦時期・頻度

住民基本台帳ファイルの更新の都度 必要に応じて随時 事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　１．住民基本台帳ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
移転先１　②移転先における
用途

・障害児に対する通所・相談支援・福祉サービ
ス等の決定・給付事務（別表第１の８）
・身体障害者手帳の発行事務（別表第１の１１）
・身体障害者に対する福祉サービス・施設等へ
の入通所の決定・給付事務（別表第１の１２）
・精神障害者保健福祉手帳の発行事務（別表
第１の１４）
・知的障害者に対する福祉サービス・施設等へ
の入通所の決定・給付事務（別表第１の３４）
・障害児福祉手当、特別障害者手当、経過的福
祉手当の支給事務（別表第１の４７）
・障害福祉サービス（ヘルパー・短期入所等）の
支給、自立支援医療の給付、補装具費の支給、
日常生活用具の給付、移動支援事業・日中一
時支援事業の決定・給付（別表第１の８４

番号法第９条第１項別表第１に定める各事務
（別紙１－２参照）

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
2.基本情報　③対象となる本
人の範囲　その必要性

番号法第７条第１項（指定及び通知）に基づき、
通知カードを個人番号の付番対象者全員に送
付する必要がある。
　また、同法第１７条第１項（個人番号カードの
交付等）により、個人番号カードは通知カードと
引き換えに交付することとされていることから、
合わせて、交付申請書を通知カード送付者全員
に送付する必要がある。
市町村は、法令に基づき、これらの事務の実施
を機構に委任する。

番号法第７条第１項（指定及び通知）及び個人
番号カード省令第７条（個人番号の通知）に基
づき、個人番号通知書を個人番号の付番対象
者に送付する必要がある。
また、通知カード所持者にあっては、個人番号
カードは通知カードと引き換えに交付することと
されている。
市町村は、個人番号カード省令第３５条（個人
番号通知書、個人番号カード関連事務の委任）
に基づき、これらの事務の実施を機構に委任す
る

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　２．本人確認情報ファイル
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託　③委託先名

株式会社　富士通マーケティング 富士通Japan株式会社 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない



令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
2.基本情報　④記録される項
目　その妥当性

・個人番号，４情報，その他住民票関係情報
　個人番号カードの券面記載事項として，法令
に規定された項目を記録する必要がある。

・その他（通知カード及び交付申請書の送付先
の情報）
　機構に対し，法令に基づき通知カード及び交
付申請書の印刷，送付並びに個人番号カード
の発行を委任するために，個人番号カードの券
面記載事項のほか，通知カード及び交付申請
書の送付先に係る情報に係る情報を記録する
必要がある。

・個人番号，４情報，その他住民票関係情報
　個人番号カードの券面記載事項として，法令
に規定された項目を記録する必要がある。

・その他（個人番号通知書及び交付申請書の送
付先の情報）
　機構に対し，個人番号カード省令第３５条（個
人番号通知書、個人番号カード関連事務の委
任）に基づき個人番号通知書及び交付申請書
の印刷，送付並びに個人番号カードの発行を委
任するために，個人番号カードの券面記載事項
のほか，個人番号通知書及び交付申請書の送
付先に係る情報に係る情報を記録する必要が
ある。

事後 法改正に対応

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
2.基本情報　④記録される項
目　主な記録項目

［〇］その他（通知カード及び交付申請書の送付
先の情報）

［〇］その他（個人番号通知書及び交付申請書
の送付先の情報）

事後 法改正に対応

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
3.特定個人情報の入手・使用
⑤使用方法

・既存住基システムより個人番号の通知対象者
の情報を抽出し、通知カード及び交付申請書等
の印刷及び送付に係る事務を法令に基づいて
委任する機構に対し提供する（既存住基システ
ム→市町村ＣＳ又は電子記録媒体→個人番号
カード管理システム（機構））。

・既存住基システムより個人番号の通知対象者
の情報を抽出し、個人番号通知書及び交付申
請書等の印刷及び送付に係る事務を個人番号
カード省令第３５条（個人番号通知書、個人番
号カード関連事務の委任）に基づいて委任する
機構に対し提供する（既存住基システム→市町
村ＣＳ又は電子記録媒体→個人番号カード管理
システム（機構））

事後 法改正に対応

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
3.特定個人情報の入手・使用
③使用目的

法令に基づく委任を受けて通知カード及び交付
申請書の印刷、送付並びに個人番号カードの
発行を行う機構に対し、通知カード及び交付申
請書の送付先情報を提供するため。

個人番号カード省令第３５条（個人番号通知
書、個人番号カード関連事務の委任）に基づく
委任を受けて個人番号通知書及び交付申請書
の印刷，送付並びに個人番号カードの発行を行
う機構に対し、個人番号通知書及び交付申請
書の送付先情報を提供するため。

事後 法改正に対応



令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
提供先①法令上の根拠

平成26年総務省令第85号 第36条
個人番号カード省令第３５条（個人番号通知
書、個人番号カード関連事務の委任）

事後 法改正に対応

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
4.特定個人情報ファイルの取
扱いの委託　③委託先名

株式会社　富士通マーケティング 富士通Japan株式会社 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
提供先②提供する情報

「２．③対象となる本人の範囲」と同じ。 「２．④記録される項目」と同上。 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
提供先②提供先における用途

市町村からの法令に基づく委任を受け，通知
カード及び交付申請書を印刷し，送付する。

個人番号カード省令第３５条（個人番号通知
書、個人番号カード関連事務の委任）に基づく
委任を受け、個人番号通知書及び交付通知書
を印刷し、送付する。

事後 法改正に対応

令和3年3月19日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
5.特定個人情報の提供・移転
提供先　⑦時期・頻度

使用開始日から通知カード送付までの一定の
期間に、番号法施行日時点における住民の送
付先情報
をまとめて提供する（以降、新たに個人番号の
通知対象者が生じた都度提供する）。

個人番号通知書に係る送付先情報は、新たに
個人番号の通知対象者が生じた都度提供す
る。

事後 法改正に対応



令和3年9月21日

（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目　１．住民基本台
帳ファイル　１～９０の項目

１利用団体コード　２住民コード　３異動SEQ　４
改製SEQ　５住民票コード　６増異動日　７増連
携区分　８増事由コード　９増届出日　１０減異
動日　１１減連携区分　１２減事由コード　１３減
届出日　１４最新異動日　１５最新連携区分　１
６最新異動事由コード　１７最新一全区分　１８
最新異動届出日　１９カナ氏名　２０氏名　２１生
年月日元号　２２死亡日元号　２３死亡日　２４
続柄　２５住民となった異動日　２６住民となった
届出日　２７改製日　２８本籍地コード　２９本籍
地　３０本籍地郵便番号　３１筆頭者カナ　３２筆
頭者　３３転入前住所コード　３４転入前住所　３
５転入前住所方書　３６転入前住所郵便番号
３７転入前住所世帯主名　３８未届転入前住所
コード　３９未届転入前住所　４０未届転入前住
所方書　４１未届転入前住所郵便番号　４２未
届転入前住所世帯主名　４３転出先住所コード
４４転出先住所　４５転出先住所方書　４６転出
先郵便番号　４７転出先世帯主名　４８大字コー
ド　４９本番　５０枝番　５１小枝番　５２小小枝番
５３マンションコード　５４棟コード　５５部屋コード
５６住定日　５７住定連携区分　５８住定事由
コード　５９住定届出日　６０方書　６１通称現住
所コード　６２通称本番　６３通称枝番　６４通称
小枝番　６５通称小小枝番　６６通称住所　６７
通称方書　６８管理コード　６９世帯主カナ　７０
世帯主名　７１自治会コード　７２小学校区コード
７３中学校区コード　７４投票区コード　７５世帯
内ソートキー　７６世帯オプション　７７保護者
コード　７８保護者との続柄　７９配給　８０し尿
８１塵芥　８２被保佐人区分　８３成人被後見人
区分　８４破産人区分　８５再転入区分　８６備
考非表示フラグ　８７備考　８８氏名履歴数　８９
氏名異動日　９０氏名届出日

１宛名番号　２履歴連番　３適用日　４登録業務
５世帯番号　６現存区分　７準世帯区分　８人格
区分　９国籍コード　１０支所コード　１１地区
コード　１２行政区コード　１３班コード　１４小学
校区コード　１５中学校区コード　１６投票区コー
ド　１７算定団体コード　１８生年月日　１９和暦
生年月日　２０表示用生年月日　２１性別　２２
市町村コード　２３大字コード　２４本番　２５枝
番１　２６枝番２　２７自治コード　２８氏名かな
２９氏名漢字　３０郵便番号　３１郵便番号BC
３２町名　３３番地　３４方書　３５代表者肩書　３
６代表者氏名　３７電話番号　３８電話区分　３９
FAX　４０メールアドレス　４１郵便返却区分　４２
登録事由　４３住民票コード　４４続柄コード１
４５続柄コード２　４６続柄コード３　４７続柄コー
ド４　４８続柄区分　４９続柄名　５０実続柄名　５
１記載順位　５２異動日　５３異動事由　５４異動
届出日　５５異動届出区分　５６住定日　５７住
定事由　５８住定届出日　５９住定届出区分　６
０現住所連番　６１前住所連番　６２転入前住所
連番　６３転入未届地連番　６４本籍地連番　６
５転出予定日　６６転出予定届出日　６７転出予
定届出区分　６８転出予定地連番　６９転出確
定日　７０転出確定通知日　７１転出確定届出
区分　７２転出確定地連番　７３住民となる日　７
４住民となる事由　７５住民となる届出日　７６住
民となる届出区分　７７住民でなくなる日　７８住
民でなくなる事由　７９住民でなくなる届出日　８
０住民でなくなる届出区分　８１死亡日不詳区分
８２本名かな　８３本名漢字　８４世帯主氏名か
な　８５世帯主氏名漢字　８６備考　８７改製日
８８改製連番　８９旧氏名かな　９０旧氏名漢字

事前



令和3年9月21日

（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目　１．住民基本台
帳ファイル　９１～１３１の項目

９１性別履歴数　９２性別異動日　９３性別届出
日　９４生年月日履歴数　９５生年月日異動日
９６生年月日届出日　９７続柄履歴数　９８続柄
異動日　９９続柄届出日　１００住民日履歴数
１０１住民日異動日　１０２住民日届出日　１０３
本籍履歴数　１０４本籍異動日　１０５本籍届出
日　１０６筆頭者履歴数　１０７筆頭者異動日　１
０８筆頭者届出日　１０９従前住所履歴数　１１０
従前住所異動日　１１１従前住所届出日　１１２
削除履歴数　１１３削除異動日　１１４削除届出
日　１１５世帯主履歴数　１１６世帯主異動日　１
１７世帯主届出日　１１８備考文履歴数　１１９備
考文異動日　１２０備考文届出日　１２１住民票
コード履歴数　１２２住民票コード異動日　１２３
住民票コード届出日　１２４住所履歴数　１２５住
所異動日　１２６住所届出日　１２７履歴数　１２
８履歴異動日　１２９履歴届出日　１３０通称名カ
ナ　１３１通称名

９１最大住所連番　９２世帯主区分　９３広域宛
名番号　９４漢字併記名　９５カナ併記名　９６通
称名かな　９７通称名漢字　９８生年月日不詳区
分　９９在留資格コード　１００在留期間等　１０１
在留期間等の満了の日　１０２在留区分　１０３
在留カード等の番号　１０４宛名送付区分　１０５
異動事実コード　１０６異動事由コード１　１０７
異動事由コード2　１０８異動事由コード3　１０９
事由発生年月日　１１０記載住民となった年月
日　１１１記載住民となった事由　１１２記載住民
となった届出日　１１３記載住民となった届出区
分　１１４記載住所を定めた年月日　１１５記載
住所を定めた事由　１１６記載住所を定めた届
出日　１１７記載住所を定めた届出区分　１１８
処理日キー　１１９処理時間キー　１２０処理区
分キー　１２１全部一部キー　１２２職員番号
キー　１２３作成日　１２４更新日　１２５更新時
間　１２６更新職員宛名番号　１２７更新端末番
号　１２８番号制度個人番号　１２９番号制度法
人番号　１３０旧氏かな　１３１旧氏漢字

事前



令和3年9月21日

（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目　１．住民基本台
帳ファイル　１３２～２１０の項

１３２国籍等　１３３外国人住民となった異動日
１３４外国人住民となった届出日　１３５３０条４５
規定区分　１３６在留資格　１３７在留期間等　１
３８在留期間の満了の日　１３９在留カード等の
番号　１４０住居地の届出区分　１４１住居地の
届出日　１４２法務省通知特定キー　１４３国籍
等履歴数　１４４国籍等異動日　１４５国籍等届
出日　１４６外国人住民日履歴数　１４７外国人
住民日異動日　１４８外国人住民日届出日　１４
９３０条４５規定区分履歴数　１５０３０条４５規定
区分異動日　１５１３０条４５規定区分届出日　１
５２在留資格履歴数　１５３在留資格異動日　１
５４在留資格届出日　１５５在留期間等履歴数
１５６在留期間等異動日　１５７在留期間等届出
日　１５８在留期間の満了の日履歴数　１５９在
留期間の満了の日異動日　１６０在留期間の満
了の日届出日　１６１在留カード等の番号履歴
数　１６２在留カード等の番号異動日　１６３在留
カード等の番号届出日　１６４連番　１６５表示順
１６６記載住所地コード　１６７記載住所地　１６８
削除日　１６９削除住所地コード　１７０削除住所
地　１７１業務コード　１７２受付番号　１７３受付
枝番号　１７４受付区分　１７５職員番号　１７６
一全区分　１７７受付日　１７８受付時刻　１７９
届出日　１８０申請者住民コード１８１申請者住
民票コード　１８２申請者氏名　１８３本人区分
１８４関係　１８５申請者住所　１８６申請者方書
１８７申請者市外局番　１８８申請者局番　１８９
申請者番号　１９０申請内線　１９１申請判定　１
９２申請備考　１９３申請オプション　１９４住所郵
便番号　１９５市外局番　１９６局番　１９７番号
１９８内線　１９９電話備考　２００個人受付連番
２０１連携区分　２０２異動届出日　２０３改製フ
ラグ　２０４保護者番号　２０５備考記載日　２０６
国保資格　２０７国保加入区分　２０８国保退職
区分　２０９退職番号　２１０国保退職本人

（削除） 事前



令和3年9月21日

（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目　１．住民基本台
帳ファイル　２１１～３００の項

２１１一般続柄　２１２退職続柄　２１３国保記号
番号　２１４児童手当　２１５受給者番号２１６受
給者住民コード　２１７学齢　２１８介護区分　２１
９被保険者番号　２２０年金区分　２２１基礎年
金番号　２２２乳幼児　２２３障害　２２４ひとり親
２２５住所　２２６郵便番号　２２７自治会　２２８
発行停止日　２２９発行停止区分　２３０発行停
止職員番号　２３１履歴SEQ　２３２印鑑コードA
２３３印鑑コードB　２３４印影SEQ　２３５異動業
務区分　２３６登録日　２３７廃止日　２３８照会
日　２３９回答日　２４０印影登録日　２４１証明
発行フラグ　２４２登録状態コード　２４３印影登
録フラグ　２４４印材コード　２４５身元確認方法
コード　２４６身元確認住民コード　２４７停止理
由コード　２４８抹消理由コード　２４９備考履歴
SEQ　２５０刻印種類コード　２５１刻印文字　２５
２期限　２５３国保区分　２５４処理状況　２５５異
動事由詳細　２５６異動事由詳細事項　２５７発
生日　２５８処理番号（本番）　２５９発行停止日
２６０ファイルID　２６１通番　２６２異動事実コー
ド　２６３異動事由数　２６４事由発生年月日　２
６５LASDECコード　２６６住居地　２６７備考（タイ
ムスタンプ）　２６８備考（その他）　２６９削除フラ
グ　２７０区分　２７１世帯コード　２７２内容　２７
３端末ID　２７４職員名　２７５有効期限　２７６更
新職員番号　２７７更新処理年月日　２７８更新
処理時刻　２７９異動SEQ　２８０カード運用状況
２８１カード有効期限　２８２カード回収日　２８３
表面記載バージョン　２８４カード種別　２８５
カード番号　２８６異動理由　２８７届出年月日
２８８処理区分　２８９メモ内容　２９０登録職員
番号　２９１登録処理日　２９２更新処理日　２９
３自治体コード　２９４異動年月日　２９５異動時
刻　２９６異動ID　２９７異動事由　２９８異動事
由コード　２９９個人番号　３００漢字氏

（削除） 事前



令和3年9月21日

（別添1）特定個人情報ファイ
ル記録項目　１．住民基本台
帳ファイル　３０１～３４２の項

３０１漢字名　３０２生年月日　３０３本籍コード
３０４本籍漢字　３０５筆頭者漢字氏　３０６筆頭
者漢字名　３０７消除日　３０８消除事由名称
コード　３０９消除事由名称　３１０住所コード　３
１１住所漢字　３１２住所方書　３１３住所を定め
た日　３１４記載日　３１５記載事由名称コード
３１６記載事由名称　３１７エラーフラグ　３１８異
動終了フラグ　３１９手処理フラグ　３２０印刷フ
ラグ　３２１更新区分　３２２異動日　３２３世帯番
号　３２４カナ氏　３２５カナ名　３２６性別　３２７
世帯主との続柄名称　３２８世帯主カナ氏　３２９
世帯主カナ名　３３０世帯主漢字氏　３３１世帯
主漢字名　３３２住民となった日　３３３個人番号
セットエラー　３３４住民票参照更新エラー　３３
５住民票参照異動フラグ　３３６個人特定異動フ
ラグ　３３７住民区分　３３８旧氏カナ　３３９旧氏
３４０旧氏履歴数　３４１旧氏異動日　３４２旧氏
届出日

（削除） 事前

令和3年3月19日

Ⅲリスク対策　３．送付先情報
ファイル　６．情報提供ネット
ワークシステムとの接続

［　］接続しない（提供） ［〇］接続しない（提供） 事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日

Ⅲリスク対策　２．本人情報確
認ファイル　６．情報提供ネット
ワークシステムとの接続

［　］接続しない（提供） ［〇］接続しない（提供） 事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日 別紙１－１ 最終改正：令和１年５月３１日法律第１７号 （削除） 事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日 別紙１－１　題目
（別紙１） 番号法第１９条第７号 別表第２に定め
る情報照会者

（別紙１-1） 番号法第１９条第７号 別表第２に定
める事務

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日 別紙１－２ （追加）
（別紙１-２） 番号法第９条第１項 別表第１に定
める事務

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和3年3月19日 別紙１－１ （追加）

項：１０７
情報照会者：厚生労働大臣
事務：特定障害者に対する特別障害給付金の
支給に関する法律による特別障害給付金の支
給に関する事務であって主務省令で定めるもの
情報提供者：市町村長
特定個人情報：地方税関係情報又は住民票関
係情報であって主務省令で定めるもの

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない



令和3年9月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　1．住民基本台帳ファイル
５.特定個人情報の提供・移転
提供先１

番号法第１９条第７号別表第２に定める情報照
会者（別紙１－１参照）

番号法第１９条第８号別表第２に定める情報照
会者（別紙１－１参照）

事前

令和3年9月1日

Ⅰ基本情報　5.情報提供ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二

・番号法第１９条第８号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二

事前

令和3年9月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　1．住民基本台帳ファイル
５.特定個人情報の提供・移転
②提供先における用途

番号法第１９条第７号別表第２に定める各事務
（別紙１－１参照）

番号法第１９条第８号別表第２に定める各事務
（別紙１－１参照）

事前

令和3年9月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　1．住民基本台帳ファイル
５.特定個人情報の提供・移転
①法令上の根拠

番号法第１９条第７号別表第２ 番号法第１９条第８号別表第２ 事前



令和3年6月30日

Ⅳ開示請求、問合せ　1．特定
個人情報の開示・訂正・利用
停止請求　②請求方法

個人情報開示請求書等を請求先に提出する。
（請求の問い合わせについては窓口課、請求の
手続きについては政策法務課）

個人情報開示請求書等を請求先に提出する。
（請求の問い合わせについては窓口課、請求の
手続きについては総務課）

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和3年6月30日

Ⅳ開示請求、問合せ　1．特定
個人情報の開示・訂正・利用
停止請求　①請求先

松原市役所　市民生活部　窓口課、総務部　政
策法務課

松原市役所　市民生活部　窓口課、総務部　総
務課

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和3年9月1日 別紙１－１　題目
 （別紙１-1） 番号法第１９条第７号 別表第２に
定める情報照会者

（別紙１-1） 番号法第１９条第８号 別表第２に定
める情報照会者

事前



令和4年3月22日

Ⅰ基本情報
2．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム5
②システムの機能

１．証明書交付センターとのデータ送受信機能
　LGWANを通じて証明書交付センターからの依
頼を受信し、該当者の照明書データを作成し、
LGWANを通じて証明書交付センターへ送信す
る機能。

２．既存住基システムとの送受信機能
　LGWANを通じて既存住基システムから証明書
の発行に用いるための該当者の情報を受信す
る機能。

３．証明書の発行履歴の保持・出力
　証明書交付センターへ送信した証明書データ
の履歴保持及び履歴出力を行う機能。

４．職員認証・権限管理機能
　証明書コンビニ交付システムの運用管理、利
用する職員の認証と職員に付与された権限に
基づいた各種機能の設定を行う機能。

５．システム運用管理機能
　業務統計情報の集計、稼働状態の通知等を
行う機能。

１．証明書データ作成機能
　市民の証明書請求に基づき、機構が管理する
コンビニ交付証明書交付センター（以下「交付セ
ンター」という。）及び、庁内に設置している自動
交付機からの要求に応じて、住民票の写し、印
鑑登録証明書のデータを作成し、市民が請求し
たコンビニ等のマルチコピー機や自動交付機へ
データを送信する。

２．既存住基システムとの情報連携機能
　住民記録システムで住民票の記載事項、印鑑
登録、住民基本台帳カード・個人番号カードの
識別番号や暗証番号に関する異動が発生した
際に住民記録システムから住民票の写し、印鑑
登録証明書、識別番号及び暗証番号に関する
異動情報を受信する。

事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）

令和4年3月22日

Ⅰ基本情報
2．特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム5
③他のシステムとの接続

その他（証明書交付センターシステム） （削除） 事後
重要な変更に当たらない（形
式的な変更）



令和4年3月22日

Ⅰ基本情報　5.情報提供ネット
ワークシステムによる情報連
携　②法令上の根拠

・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２０、２１、２３、２７、３０、３１、３４、３５、
３７、３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５
８、５９、６１、６２、６６、６７、７０、７４、７７、８０、
８４、８５の２、８９、９１、９２、９４、９６、９７、１０
１、１０２、１０３、１０５、１０６、１０７、１０８、１１
１、１１２、１１３、１１４、１１７、１２０の項）

（別表第二における情報照会の根拠）
　　なし
（住民基本台帳に関する事務において情報提
供ネットワークシステムによる情報照会は行わ
ない）

・番号法第１９条第７号（特定個人情報の提供
の制限）及び別表第二

（別表第二における情報提供の根拠）
　第三欄（情報提供者）が「市町村長」の項のう
ち、第四欄（特定個人情報）に「住民票関係情
報」が含まれる項（１、２、３、４、６、８、９、１１、１
６、１８、２０、２３、２７、３０、３１、３４、３５、３７、
３８、３９、４０、４２、４８、５３、５４、５７、５８、５
９、６１、６２、６６、６７、７０、７４、７７、８０、８４、
８５の２、８９、９１、９２、９４、９６、９７、１０１、１０
２、１０３、１０５、１０６、１０７、１０８、１１１、１１
２、１１３、１１４、１１６、１１７、１２０の項）

（別表第二における情報照会の根拠）
　　なし
（住民基本台帳に関する事務において情報提
供ネットワークシステムによる情報照会は行わ
ない）

事後 法改正に対応

令和4年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　２．本人確認情報ファイル
4.特定個人情報の委託　④再
委託の有無

再委託する 再委託しない 事前

令和4年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　２．本人確認情報ファイル
4.特定個人情報の委託　③委
託先名

富士通Japan株式会社 紀陽情報システム株式会社 事前

令和4年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
4.特定個人情報の委託　③委
託先名

富士通Japan株式会社 紀陽情報システム株式会社 事前

令和4年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　２．本人確認情報ファイル
4.特定個人情報の委託　⑤再
委託の許諾方法　⑥再委託事
項

松原市個人情報保護条例の厳守及び業務委託
契約に基づく一切の義務の厳守
住民基本台帳システム及び住民基本台帳ネット
ワークシステムの運用保守支援等

（削除） 事前



令和4年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
4.特定個人情報の委託　⑤再
委託の許諾方法　⑥再委託事
項

松原市個人情報保護条例の厳守及び業務委託
契約に基づく一切の義務の厳守
住民基本台帳システム及び住民基本台帳ネット
ワークシステムの運用保守支援等

（削除） 事前

令和4年4月1日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要　３．送付先情報ファイル
4.特定個人情報の委託　④再
委託の有無

再委託する 再委託しない 事前

令和5年2月3日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報を取り扱う事務において使
用するシステム　システム６
①システムの名称

（追加） サービス検索・電子申請機能 事前

令和5年2月3日

Ⅰ基本情報　１．特定個人情
報を取り扱う事務　②事務の
内要

①個人を単位とする住民票を世帯ごとに編成
し、住民基本台帳を作成
②転入届、転居届、転出届、世帯変更届等の届
出又は職権に基づく住民票の記載、消除又は
記載の修正
③住民基本台帳の正確な記録を確保するため
の措置
④転入届に基づき住民票の記載をした際の転
出元市町村に対する通知
⑤本人又は同一の世帯に属する者の請求によ
る住民票の写し等の交付
⑥住民票の記載事項に変更があった際の都道
府県知事に対する通知
⑦地方公共団体情報システム機構（以下「機
構」という。）への本人確認情報の照会
⑧住民からの請求に基づく住民票コードの変更
⑨個人番号の通知及び個人番号カードの交付
⑩個人番号カード等を用いた本人確認

①個人を単位とする住民票を世帯ごとに編成
し、住民基本台帳を作成
②転入届、転居届、転出届、世帯変更届等の届
出又は職権に基づく住民票の記載、消除又は
記載の修正
③住民基本台帳の正確な記録を確保するため
の措置
④転入届に基づき住民票の記載をした際の転
出元市町村に対する通知
⑤本人又は同一の世帯に属する者の請求によ
る住民票の写し等の交付
⑥住民票の記載事項に変更があった際の都道
府県知事に対する通知
⑦地方公共団体情報システム機構（以下「機
構」という。）への本人確認情報の照会
⑧住民からの請求に基づく住民票コードの変更
⑨個人番号の通知及び個人番号カードの交付
⑩個人番号カード等を用いた本人確認
⑪マイナポータルを介したサービス検索・電子
申請機能及びお知らせ機能による通知

事前

令和5年2月3日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報を取り扱う事務において使
用するシステム　システム６
②システムの機能

（追加）

１．住民向け機能
　　自らが受けることができるサービスをオンラ
インで検索及び申請ができる機能

２．地方公共団体向け機能
　　市民が電子申請を行った際の申請データ取
得画面又は機能を、地方公共団体に公開する
機能

事前



令和5年2月3日

Ⅰ基本情報　２．特定個人情
報を取り扱う事務において使
用するシステム　システム６
③他のシステムとの接続

（追加） ［〇］その他（サービス検索・電子申請機能） 事前

令和5年2月3日

Ⅲリスク対策（住）　２．特定個
人情報の入手　特定個人情報
の入手におけるその他のリス
ク及びそのリスクに対する措
置

・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管
場所を決めており、漏えい・紛失を防止してい
る。

・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管
場所を決めており、漏えい・紛失を防止してい
る。
・市民がサービス検索・電子申請機能の画面の
誘導に従いサービスを検索し、申請フォームを
選択して必要情報を入力することとなるが、画
面での誘導を簡潔に行うことで、異なる手続に
係る申請や不要な情報を送信してしまうリスクを
防止する。

事前

令和5年2月3日

Ⅱ特定個人情報ファイルの概
要（住）　６．特定個人情報の
保管・消去

＜当市における措置＞
関係職員以外立ち入り禁止の室内に、施錠され
たサーバー室があり施錠されたサーバーラック
にサーバーを保管し、サーバーへのアクセスはＩ
Ｄ／パスワードによる認証が必要となる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理している。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存している。

＜当市における措置＞
関係職員以外立ち入り禁止の室内に、施錠され
たサーバー室があり施錠されたサーバーラック
にサーバーを保管し、サーバーへのアクセスはＩ
Ｄ／パスワードによる認証が必要となる。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
①中間サーバー･プラットフォームはデータセン
ターに設置しており、データセンターへの入館及
びサーバー室への入室を厳重に管理している。
②特定個人情報は、サーバー室に設置された
中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存している。

＜消去方法＞
ＬＧＷＡＮ接続端末に一時的に保存した個人番
号付電子申請データは、紙に打ち出し後、速や
かに完全消去する。

事前

令和5年2月3日

Ⅲリスク対策（住）　２．特定個
人情報の使用　リスク２：権限
のない者によって不正に使用
されるリスク　具体的な管理方
法

・端末で職員個人単位での認証を行い権限の
なくなった者に関しては即時にアクセス権限の
変更を行っておりアクセスできない対策を実施し
ている。さらにシステムで職員個人単位での認
証を行い、権限のなくなった者に関しては即時
にアクセス権限の変更を行っておりアクセスでき
ない対策を実施している。

・端末で職員個人単位での認証を行い権限の
なくなった者に関しては即時にアクセス権限の
変更を行っておりアクセスできない対策を実施し
ている。さらにシステムで職員個人単位での認
証を行い、権限のなくなった者に関しては即時
にアクセス権限の変更を行っておりアクセスでき
ない対策を実施している。
・サービス検索・電子申請機能をＬＧＷＡＮ接続
端末上で利用する必要がある職員を特定し、個
人ごとのユーザーＩＤを割り当てるとともに、ＩＤと
パスワードによる認証を行う。
・なりすましによる不正を防止する観点から共用
ＩＤの利用を禁止する。

事前



令和5年2月3日

Ⅲリスク対策（住）　７．特定個
人情報の保管・消去　特定個
人情報の保管・消去における
その他のリスク及びそのリスク
に対する措置

・データを保管するサーバー室においては入室
管理・空調管理も行っている。
・サーバーや端末にはウイルス対策ソフトを導
入し、パターンファイルを常に最新にすることで
ウイルス対策を行っている。
・端末へのソフトウェアインストール制限を行っ
ており、不正プログラムのインストールを防止す
る。
・日々バックアップを取り滅失に対する措置を
行っている。
・すべての端末においてデバイス制御を行って
おり、漏えいに対する措置を行っている。
・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管
場所を決めており、漏えい・紛失を防止してい
る。

・データを保管するサーバー室においては入室
管理・空調管理も行っている。
・サーバーや端末にはウイルス対策ソフトを導
入し、パターンファイルを常に最新にすることで
ウイルス対策を行っている。
・端末へのソフトウェアインストール制限を行っ
ており、不正プログラムのインストールを防止す
る。
・日々バックアップを取り滅失に対する措置を
行っている。
・すべての端末においてデバイス制御を行って
おり、漏えいに対する措置を行っている。
・紙媒体の届出は、内容ごとに施錠できる保管
場所を決めており、漏えい・紛失を防止してい
る。
・ＬＧＷＡＮ接続端末については、個人ごとの
ユーザーＩＤを割り当て、ＩＤとパスワードによる
認証を行うとともに、業務時間外の施錠できる
キャビネット等への保管などの物理的対策も講
じている。

事前


